
（単位：千円）

Ⅰ　能登半島地震に係る復旧・復興ロードマップへの対応

＜災害対応検証を踏まえた地域防災力の向上＞

2 新 (防災・危機管理課) 1,500

事業内容

財　　源

6 新 (防災・危機管理課) 6,000

財　　源

1 拡 (防災・危機管理課) 3,300

事業内容

財　　源

11 拡 (防災・危機管理課) 17,500

事業内容

財　　源

3 新 (防災・危機管理課) 4,200

財　　源

安全防災基金　等

次世代衛星通信サービス導入事業

　大規模災害時において県災害対策本部の通信障害の発生時に情報収集・伝達
手段を確保するため、次世代衛星通信サービスを導入

一般財源

　職員の災害対応能力を強化するための訓練や研修等を開催

①災害対策本部機能強化研修
②市町村との合同研修（チームとやま研修）
③北陸三県合同災害対応研修　等

一般財源

防災士養成事業

　防災士養成研修の実施回数を増やすなど、地域の「共助」の担い手として防
災活動の中心となる防災士の養成を強化

①防災士養成研修の開催（年６回、720名）
②防災士スキルアップ研修の開催（年４回、560名）

災害対応用資機材整備事業

　県内外の被災自治体を支援する体制を構築するため、市町村へのリエゾンや
応援職員の派遣体制の構築等に向けた資機材整備を実施

安全防災基金

災害対応能力向上事業

主　要　事　業　一　覧

ワンチーム防災連携推進事業

　災害時の行政と民間団体の連携体制を強化するため、役割分担や災害対応、
災害ケースマネジメント等を協議

①ワンチーム防災会議の開催
②防災ネットワーク会議の開催
③災害ケースマネジメント体制の構築

安全防災基金

※事業は各項目ごとに建制順に掲載（最も関連性の高い項目に掲載）

※11月定例会提案分、２月定例会（２月補正（当初同時））提案分を含む



8 新 (防災・危機管理課) 7,000

財　　源

10 新
(防災・危機管理課)

(厚生企画課) 126,000

事業内容

財　　源

7 新 (防災・危機管理課) 6,000

事業内容

財　　源

5 新 (防災・危機管理課) 4,000

事業内容

財　　源

9 (防災・危機管理課) 2,605

財　　源

12 (防災・危機管理課) 30,000

事業内容

財　　源

　防災資機材の整備や地区防災計画の策定など、自主防災組織による地域防災
力向上の取組みを支援

①防災資機材整備支援
（補助率1/2、上限額15万円又は30万円）
②訓練・研修開催支援（補助率1/2、上限額10万円）
③地区防災計画策定支援（補助率1/2、上限額10万円）

安全防災基金

県地域防災計画改定事業

　地震被害想定・津波シミュレーション調査結果等を踏まえ、県防災会議等を
開催し、県地域防災計画を改定

一般財源　等

地域防災力向上支援事業

緊急防災・減災事業債

県民との防災ミーティング事業

　県民の防災意識の向上を図るため、県民との意見交換等を実施

①県民との防災ミーティングの開催
②防災啓発用映像の制作

安全防災基金

　TKBS（トイレ、キッチン、ベッド、シャワー）の導入など、避難所の生活環
境を抜本的に改善

避難所生活環境改善に資する資機材の導入
（トイレカー、炊き出し用調理器具、
水循環型シャワー、災害時にベッドに活用する
パーティション等）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）
等

防災井戸整備支援事業

　能登半島地震の教訓を踏まえ、災害時の生活用水を確保するため、市町村が
実施する防災井戸整備を支援

（補助率）1/2　（上限額）150万円

総合防災情報システム防災情報発信強化事業

　内閣府新総合防災情報システム（SOBO-WEB）と県総合防災情報システムを連
携し、効率的な被害状況等の情報収集・共有体制を構築

安全防災基金

避難所生活環境改善事業【R⑥.2月補正】



4 新 (防災・危機管理課) 2,148

財　　源

13 新 (消防課) 310,000

財　　源

334 新
(学術振興課)
(教育企画課) 55,400

事業内容

財　　源

16 新 (県民生活課) 5,800

事業内容

財　　源

20 新 (環境保全課) 3,500

事業内容

財　　源

21 (高齢福祉課) 19,388

財　　源

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

介護施設等における防災・減災対策推進事業【R⑥.2月補正】

　高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、非常用自家発電と給水設備
の整備、水害対策としての改修、倒壊の危険性のあるブロック塀等の改修等を
支援

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金　等

　県や市町村の災害救援ボランティアセンターの災害対応力を強化するため、
運営支援アプリの導入やボランティアの連携体制構築検討会を開催

①災害救援ボランティアセンター運営支援アプリの導入
②人材育成研修会の開催
③災害救援ボランティア連携体制整備検討会の開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）　等

災害時活用井戸データ整備事業

　令和６年能登半島地震時の教訓を踏まえ、被災時の生活用水を確保するた
め、県が所有する既設井戸情報等を整理し、市町村における災害時協力井戸の
選定を支援

①井戸所有者への意向調査
②井戸情報のマップ整理

災害救援ボランティア連携体制整備支援事業

一般財源

四季防災館リニューアル整備費【R⑥.2月補正】

　能登半島地震を伝承するとともに、県民の防災意識のさらなる向上を図るた
め、四季防災館のリニューアルを実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

高校等体育館空調設備整備促進事業

　高校等の体育館の避難所としての機能強化や教育環境の充実を図るため、県
立学校の空調設備の導入に向けた基本設計等と私立高校の空調設備導入の支援

①県立学校の空調設備の導入に向けた基本設計等の実施
②私立高校の空調設備導入支援
（補助率）1/3～1/6　（上限額）1,500万円

緊急防災・減災事業債　等

気象情報収集発信強化事業

　県内で発令される気象情報や注意報・警報等の詳細な情報を入手し、県民へ
情報発信するため、民間気象情報会社のサービスを導入



22 拡 (健康対策室) 1,100

財　　源

23 新 (健康対策室) 1,000

事業内容

財　　源

24 新 (薬事指導課) 500

財　　源

27 新 (農村整備課) 10,000

事業内容

財　　源

＜くらし・生活の再建＞

14 新 (観光振興室) 18,000

事業内容

財　　源

17 拡 (文化振興室) 14,700

財　　源

　被災者の心の癒しや復興への励みとなるよう、県西部を中心に、子どもから
大人まで楽しめるコンサートや海外演奏家を招いてのコンサートを実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

環水公園を中心とした復興エール事業

　富岩運河環水公園での復興への想いを込めたイルミネーション等を実施

①イルミネーションやファウンテンショー
②震災復興を象徴するイベント　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

次世代育成音楽ふれあい事業

一般財源

災害被災状況共有システム導入事業

　災害被災状況共有システムの構築と農業水利施設情報等の地理情報システム
への搭載を支援

①災害被災状況共有システムの構築を支援
②土地改良区等が行う農業水利施設情報等の地理情報
　システムへの搭載を支援

デジタル活用推進事業債（仮称）　等

　災害発生時に避難所等で栄養・食生活支援活動を行うための体制を整備

災害時支援体制の整備に向けた検討会の開催、栄養士・
管理栄養士の災害支援研修会の開催　等

一般財源

災害薬事対策研修事業

　災害時において適切で円滑な医薬品の提供や衛生管理等の調整・支援を行う
薬剤師を養成するため、薬局や病院等の薬剤師を対象に災害時の薬事対応研修
会を開催

DPAT体制整備事業

　DPAT養成研修会の開催や国が主催する訓練への参加、災害時に必要なDPAT資
機材の更新により支援体制を強化

医療施設運営費等補助金　等

災害時の栄養・食生活支援事業



18 拡 (国際課) 1,140

事業内容

財　　源

19 新 (環境政策課) 5,000

事業内容

財　　源

30 拡 (建築住宅課) 207,700

事業内容

財　　源

31 (建築住宅課) 185,000

事業内容

財　　源

　地震により液状化被害を受けた宅地の地盤改良等の復旧を支援

（対象者）液状化被害により準半壊以上の認定を受けた
　　　　　宅地の所有者等
　　　　　※一部損壊についても対象となる場合あり
（支援額）県・市町村分を合わせ最大766.6万円
　　　　　（工事費から50万円を控除した額に対して
　　　　　　３分の２を乗じた額）

一般財源

安全・安心とやまの住まい耐震化等促進事業

　木造住宅の耐震化促進のため、耐震診断や改修工事等を支援

①木造住宅耐震診断（上限額 約10万円）
②木造住宅耐震改修設計（上限額 10万円）
③木造住宅耐震改修工事（上限額 50万円→60万円に拡充）
④被災木造住宅耐震改修・建替工事
　　　　　　　　　　　（上限額 60万円→70万円に拡充）
⑤危険コンクリートブロック塀除却（上限額 7.5万円）
⑥耐震シェルター設置（上限額 30万円）※新設
⑦住宅瓦屋根耐風改修工事（上限額 13.8万円）

社会資本整備総合交付金　等

宅地液状化等復旧支援事業

一般財源

災害廃棄物処理マニュアル等作成事業

　能登半島地震での災害廃棄物への対応を踏まえ、市町村と民間事業者を対象
に初動対応等における実効性の高いマニュアルやハンドブックを作成

①災害廃棄物処理マニュアルの作成
②災害廃棄物仮置場設置運営ハンドブックの作成

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

外国人住民地域防災力向上事業

　外国人住民の地域防災力の向上を図るため、災害時の外国人支援に関する訓
練や研修を実施

①富山県災害多言語支援センター運営訓練
②外国人住民のための防災研修　等



32 (建築住宅課) 370,000

事業内容

財　　源

＜公共インフラ等の復旧＞

351 (厚生企画課) 509,600

財　　源

28 (水産漁港課) 128,000

財　　源

29 拡
(農林水産総合
技術センター) 5,800

事業内容

財　　源

34 新
(生涯学習・

文化財室)
20,991

事業内容

財　　源 一般財源

　能登半島地震後の富山湾における海洋環境や水産資源の回復状況を把握する
ための調査を実施

①海底堆積物と底生生物の採集、分析
②ベニズワイガニの深海ビデオカメラ調査等
③シロエビ幼生分布調査

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

国指定文化財災害復旧支援事業

　能登半島地震で被災した国宝瑞龍寺や国宝勝興寺など、国指定等文化財の復
旧を支援

（事業主体）市町村等
（国補助）70～85％（事業主体へ直接交付）
（国補助の残分に対する補助）
　①市町村が事業主体の場合：県50％、市町村50％
　②民間が事業主体の場合：県40％、市町村40％、民間20％

県単独漁港災害復旧費

　能登半島地震により被災した漁港施設（氷見漁港、新湊漁港）について、野
積場などの復旧工事を実施

一般単独災害復旧事業債

能登半島地震水産資源影響調査事業

一般財源　等

県総合福祉会館災害復旧事業

　能登半島地震により損傷した建物の復旧工事及び入居団体の一時移転等によ
り必要な経費の助成

一般単独災害復旧事業債　等

自宅再建利子助成事業

　地震により被害を受けた自宅を新築、購入又は補修するために融資を受けた
場合の借入額の利子分について助成

（対象者）半壊以上の認定を受けた住宅の所有者等
　　　　　※準半壊、一部損壊について対象となる場合あり
　　　　　※世帯収入等要件あり（子育て世帯は除く）
（支援額）上限額 300万円
　　　　　（借入額、利率、返済期間に基づき算定した額
　　　　　　を一括支給）



＜地域産業の再生＞

278 新 (観光振興室) 6,500

事業内容

財　　源

49 拡 (観光振興室) 30,000

事業内容

財　　源

25 (地域産業振興室) 1,850,000

事業内容

財　　源

26 新 (地域産業振興室) 800,000

事業内容

財　　源 貸付金元利収入

　被災した中小企業等の施設・設備の復旧等を支援

（補助率）中小・小規模 3/4（国1/2、県1/4）
　　　　　中堅 1/2（国1/3、県1/6）
（上限額）３億円
（対象企業）中堅、中小、小規模事業者等
（対象経費）工場・店舗などの施設、生産機械などの
　　　　　　設備の復旧費用等

なりわい再建支援補助金　等

県融資制度「災害対応資金」の創設

　中小企業が災害発生時に利用できる制度融資を常設

（融資枠）20億円
（融資限度額）１億円
（融資期間）10年以内(据置期間　最大５年)
（金利）年1.25％以内
（保証料率）年0.35%～年1.05%
（取扱期間）当該災害が法の適用を受けた期間、
　　　　　　知事が定める期間

持続可能な観光地域づくり支援事業

　能登半島地震からの復興に向けた旅行商品の造成、富山湾など本県ならでは
の観光資源を活用した観光コンテンツの造成、インバウンド等に対応した受入
環境の整備等を支援

①旅行商品の造成
（対象者）旅行業者　（補助額）１名１泊あたり2,000円
（上限額）10万円
②観光コンテンツ造成・受入環境整備
（対象者）県内観光事業者及び団体　（補助率）1/2
（上限額）100万円

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

なりわい再建支援事業【R⑥.11月補正】

黒部・宇奈月誘客強化事業

　黒部宇奈月キャニオンルートの一般開放・旅行商品化に向けた機運醸成を図
るとともに、部分開通となっている黒部峡谷鉄道等の旅行商品の造成を支援

①黒部宇奈月キャニオンルートの機運醸成に係るＰＲ
②黒部峡谷鉄道猫又駅における特別な体験や映像コンテンツ
　を提供する旅行商品の造成支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



337 (地域産業振興室) 324,000

事業内容

財　　源

＜北陸全体の復興に向けた連携＞

279 拡 (観光振興室) 50,000

財　　源

280 (観光振興室) 10,000

事業内容

財　　源

35 新 (警・警備課) 4,000

財　　源

Ⅱ　人口未来構想と「人口未来戦略」提言の推進

＜自分の生き方を主体的に選択できるとやまの実現 －自然減の抑制－＞

47 新
(働き方改革・

女性活躍推進室) 5,200

財　　源

43 新
(働き方改革・

女性活躍推進室) 5,700

財　　源

ライフデザインセミナー開催事業

　若い世代のライフデザインの形成を支援するため、就職や結婚、子育て等の
ライフイベントを学ぶセミナーを開催

一般財源

　マスメディアを活用した情報発信など北陸三県が連携して様々なプロモー
ションを展開

①マスメディアを活用した情報発信
②相互誘客・マイクロツーリズムの推進

一般財源

広域緊急援助隊合同訓練事業

　警察官の救出・救助能力の向上を図るため、中部管区６県による広域緊急援
助隊合同訓練を実施

関西圏情報発信拠点魅力発信推進事業

　富山・石川・福井情報発信拠点「ＨＯＫＵＲＩＫＵ＋」における特産品の販
売やイベントの実施等により北陸の魅力を発信

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

北陸三県連携観光誘客プロモーション事業

地域少子化対策重点推進交付金　等

とやま出会いサポート事業

　出会いや結婚を希望する若者を支援するため、大規模婚活イベントの開催や
婚活支援セミナー等を開催

地域少子化対策重点推進交付金　等

県融資制度「震災対策特別融資」

　令和６年能登半島地震による被害を受けた事業者の資金繰りを支援

（融資枠）8億円
（融資限度額）１億円
（融資期間）10年以内(据置期間　最大５年)
（金利）年1.25％以内
（保証料率）ゼロ%～年0.55%
（取扱期間）令和７年４月１日～７月31日

貸付金元利収入　等



46 新
(働き方改革・

女性活躍推進室)
27,000

財　　源

42 新
(働き方改革・

女性活躍推進室)
1,000

財　　源

45 拡
(働き方改革・

女性活躍推進室) 50,000

事業内容

財　　源

44 新
(働き方改革・

女性活躍推進室) 2,000

事業内容

財　　源

＜県民が誇りと愛着をもち、県外の人から選ばれるとやまの実現 －社会増への転換－＞

48 新
(ワンチームとやま

推進室) 4,000

事業内容

財　　源

140 新
(ワンチームとやま

推進室) 4,100

財　　源

取得期間に応じて中小企業等に５～20万円を交付

「福利厚生×出会い応援」官民連携事業

　従業員の出会いや結婚を応援する企業等を支援するため、福利厚生サービス
として県内企業等が活用できるマッチングアプリを構築

地域少子化対策重点推進交付金　等

「福利厚生×家事支援」普及啓発事業

　地域おこし協力隊制度を活用し、移住者目線による本県の魅力をSNS等を用い
て発信

一般財源

とやま移住者マッチングツアー開催事業

　移住検討者に「働きながら暮らす」体験プログラムを提供し、具体的な移住
の検討を促進

①受入事業者の募集及び求人の公表
②地域交流・観光プログラムの造成
③滞在期間中のサポート（緊急時相談対応、滞在費等支援）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

移住者目線による暮らしの魅力発信事業

一般財源　等

子育て支援・少子化対策計画普及啓発事業

　子育て支援や少子化対策の充実に向けた気運醸成を図るため、子育て支援・
少子化対策に関する新たな基本計画について県内全域に広く普及啓発

新たな基本計画の冊子及びリーフレットの作成、配布

地域少子化対策重点推進交付金　等

　働く世代の家事負担の軽減を図るため、県内企業の福利厚生による家事支援
サービスの普及促進に向けた啓発セミナーを開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

男性の育児休業取得促進事業

　男性の育児休業取得を促進するため、育児休業を取得した男性従業員を雇用
する中小企業等に対し助成金を交付



141 新
(ワンチームとやま

推進室)
10,000

事業内容

財　　源

181 拡 (観光振興室) 5,620

事業内容

財　　源

66 新 (地域産業振興室) 48,000

事業内容

財　　源

67 新 (立地通商課) 8,700

財　　源

70 新 (労働政策課) 29,000

事業内容

財　　源

198 新
(生涯学習・

文化財室) 2,000

事業内容

財　　源

世界遺産登録30周年記念「世界遺産サミットin南砺」開催事業

　「白川郷・五箇山の合掌造り集落」世界遺産登録30周年を記念し、県、市等
で構成する実行委員会による世界遺産サミットを開催

シンポジウム及び世界遺産写真パネル展等の開催

一般財源

重点支援地方創生臨時交付金

　企業誘致の戦略的な推進に向けた企業誘致推進会議の創設や誘致プロモー
ション活動等を実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「富山で働こう」キャンペーン事業

　若年層の中途人材の全国的な獲得競争の激化を踏まえ、首都圏で働く若者に
対して県内企業での就職を促すキャンペーンを実施

①都会に住む若者向けの就職PR動画の作成
②首都圏鉄道構内や動画サイト、SNS等による広報
③キャンペーンポスター及びチラシによる広報

起業なら富山！創業・移住支援事業

　魅力的で地域活性化に貢献するビジネスの起業・移住に必要な経費を助成

①創業経費への補助
　（補助率）1/2
　（上限額）都市部地域 県在住者 80万円、移住者180万円
　　　 　 　中山間地域 県在住者100万円、移住者200万円
②国の移住支援金の対象外となる起業家の移転費用
　に対する補助(上限額 50万円）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

企業誘致戦略推進事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

世界遺産登録推進事業

　立山砂防の歴史的砂防施設群の世界遺産登録に向けて、立山砂防の文化的価
値・意義を調査し、顕著な普遍的価値を国内外に広くアピール

①立山砂防検討会議の開催
②「立山砂防」の総合調査

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

広域連携移住プロモーション事業

　北陸３県、北陸新幹線沿線５県（北陸３県、新潟、長野）と連携した移住
フェアを大都市圏で実施

①東京圏、関西圏における北陸３県移住イベントの実施
②北陸新幹線沿線５県移住フェアの実施



＜多様な人材が活躍して成長できるとやまの実現＞

50 新
(地域交通・

新幹線政策室) 16,800

事業内容

財　　源

58 新 (国際課) 1,860

財　　源

163 新 (厚生企画課) 4,200

事業内容

財　　源

61 拡 (高齢福祉課) 6,900

事業内容

財　　源

125 拡 (商工企画課) 1,900

財　　源

地域医療介護総合確保基金

　外国人の介護人材を確保するため、介護福祉士養成校や介護事業所が行う海
外現地における人材確保の取組みに対する支援を実施

（補助先）介護福祉士養成校、介護事業所
（補助率）定額　（上限額）１法人あたり70万円
（対象経費）
　①海外現地での説明会開催等の採用・広報活動
　②送り出し国におけるマーケティング活動等

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金　等

元気高齢者による介護助手マッチング支援事業

　元気な高齢者の社会進出や生きがいづくりの創出と介護現場の人材不足の解
消に向けて、介護助手制度の普及を支援

①介護助手等普及推進員によるマッチング支援
②地域における介護事業所への制度導入支援
　（市町村に対する補助）

外国人材活躍・多文化共生推進プラン改訂事業

　富山県外国人材活躍・多文化共生推進プランの改訂（令和８年３月予定）に
向けた有識者会議を開催するとともに、条例の制定に向けた検討等

一般財源

外国人介護人材獲得強化事業

中高生ものづくり産業技術魅力探検事業

　中高生を対象に県内でのものづくり産業の理解を深めるため、県内企業や県
立公設試の見学会等を実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

公共交通人材確保・定着事業

　公共交通サービスの維持のため、運転手等の人材の確保・定着に向けた取組
みを実施

①バス運転手専門の就職イベントへのブース出展や
　採用力アップに向けたハンズオン支援
②第二種運転免許取得や、トイレやシャワールーム等の
　施設整備への支援
③バス運転手のイメージアップにつながる映画の学校等
　での上映

重点支援地方創生臨時交付金



68 新 (労働政策課) 9,320

事業内容

財　　源

69 新 (労働政策課) 6,900

事業内容

財　　源

71 拡 (労働政策課) 6,800

事業内容

財　　源

305 新 (農業経営課) 4,400

財　　源

303 (農業経営課) 12,000

事業内容

財　　源

担い手育成・確保等対策事業費補助金　等

新規就農者経営安定化事業

　新規就農者の農業所得向上と経営安定化を図るため、農業用機械・施設の導
入を支援

新規就農者の農業用機械・施設の導入
（補助率）1/2（県1/3、市町村1/6）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　県外学生のUIJターン就職を一層促進するため、就職活動に係る交通費の支援
を拡充

県外大学生等を対象に、県内での就職活動に要する交通費
を助成（補助率：1/2、上限額：２万円/回（２回まで））
　※補助上限額を倍増（１万円→２万円）

重点支援地方創生臨時交付金　等

短時間農業人材マッチング促進事業

　農繁期等の人材確保のため、県独自の農業専門求人サービスを活用した短時
間の就業機会を創出

外国人材定着総合支援事業

　外国人材の県内定着を図るため、企業が行う日本語習得や働きやすい職場環
境整備などに対する総合的な支援を新たに実施

以下の補助メニューにより、県内企業の取組みを支援
　①日本語習得サポート補助
  （補助率：1/2、上限額：15万円/社・団体）
　②外国人材地域交流促進補助
　（補助率：1/2、上限額：20万円/社・団体）
　③職場環境整備への補助
  （補助率：1/2、上限額：30万円/社・団体）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

帰ってこられ！就職応援助成事業

外国人材活用・定着促進事業

　県内企業における高度外国人材等の活用・定着促進のため、「とやま外国人
材活用・定着支援デスク」を設置（現行の「とやま外国人材活用支援デスク」
を改組）するなど機能を強化

①外国人材の活用等に関する総合的な相談対応
②県が連携契約する人材紹介会社を通じたマッチング支援
③外国人材活用セミナーの開催
④現地教育費用等への補助
　（補助先）支援デスクを経由し、県が連携契約する
　　　　　　人材紹介会社を通じてマッチングした
　　　　　　外国人材に対して、現地教育等を実施した
　　　　　　県内中小企業
　（補助率）1/2　（上限額）50万円

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



304 新 (農業経営課) 13,600

事業内容

財　　源

307 拡 (農業経営課) 78,000

事業内容

財　　源

73 新 (建設技術企画課) 4,600

事業内容

財　　源

＜安心して快適に過ごせるとやまの実現 －地域の総合力アップーなど＞

134 (成長戦略室) 19,500

財　　源

133 新 (成長戦略室) 10,000

事業内容

財　　源

ウェルビーイングデータ活用促進事業

　県庁内で活用するウェルビーイング指標データの民間活用等を促すため指標
データベースを一般公開

①県民意識調査結果のデータベースを一般公開
②庁内向けデータベースの充実　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

ウェルビーイング推進事業

　情報発信の強化や県民参加による事業展開を通じ、「自分ごと」としてウェ
ルビーイングを高める行動を促進

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　とやま農業未来カレッジにおいて現行の通年研修に加え、園芸経営実践コー
スの新設や経営体向けの短期研修の開催など研修体制を強化

①園芸経営実践コースの開講
②農業法人や集落営農組織の従業員等向け短期研修の開催

担い手育成・確保等対策事業費補助金　等

建設みらい人材活躍支援事業

　建設業における技術者不足や業務負担の解消を図るため、ITとコミュニケー
ションスキルで現場を支える新しい人材の育成等を支援

①建設企業や建設業団体が行う人材育成の取組み支援
　(1)IT人材　（補助率）1/2　（上限額）30万円
　(2)技術者キャリアアップ　（補助率）1/2
②人材活躍事例発表会の開催補助
③大学生・高校生向け現場見学会の開催補助

セカンドキャリア応援！農業経営継承事業

　激減する担い手を確保するため、経営を継承する50代の新規就農者に対し、
継承前研修中の生活資金補助や継承時の農業用機械・施設の導入を支援

①継承前研修中の新規就農者に生活資金を補助
　（年間120万円×１年）
②経営継承時の農業用機械・施設等の導入を支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

農業研修体制強化事業



135 新 (成長戦略室) 19,700

事業内容

財　　源

329 拡
(ワンチームとやま

推進室) 16,750

事業内容

財　　源

55 新 (行政経営室) 5,000

財　　源

122 拡 (学術振興課) 25,740

事業内容

財　　源

75 新
(生涯学習・

文化財室) 2,200

事業内容

財　　源

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

新総合計画策定事業

　新たな総合計画を策定するため、富山県総合計画審議会等を開催

①総合計画審議会の開催
②関係団体との意見交換会の開催
③県民とのワークショップの開催　等

地域・みらい創造講座開催事業

一般財源

　人口減少や少子高齢化が進む中、多様化する県民ニーズ等に対応するため、
持続可能な行政サービスのあり方に関する検討会を開催

一般財源

私立専修学校特色教育振興支援事業

　県内の私立専修学校が実施する特色ある教育活動を支援

①県内就職率を引き上げた場合の加算を新設
②学科新設・再編等に向けた経費への支援を追加　等

中山間地域チャレンジ支援事業

　中山間地域の活性化のため、集落や団体、企業等が地域の実情に応じ創意工
夫を活かして行う試行的活動を支援

①ソフト事業への助成
　（補助率、上限額）定額、75万円/3年・特認枠150万円/3年
②ハード整備への助成（補助率）1/2　（上限額）100万円
③地域間連携支援
（補助率）ソフト：定額、ハード:1/2（上限額）300万円/3年
　　　　　※ソフト事業は必須

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

持続可能な行政サービスのあり方に関する検討会（仮称）開催事業

　ふるさと富山への愛着を深めて県内への人材定着へつなげるため、地域の魅
力を発見することを中心とした学びの機会を提供

①県民カレッジ本部における講演会の開催
②地区センターにおける体験型講座の実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



76
(生涯学習・文化財室)

(保健体育課) 70,360

事業内容

財　　源

77 新 (警・刑事企画課) 3,400

財　　源

78 新 (警・地域企画課) 5,800

事業内容

財　　源

＜関係人口の拡大・深化＞

36 新 (成長戦略室) 75,800

財　　源

37 新 (成長戦略室) 16,000

財　　源

38 拡
(広報・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

推進室) 16,250

事業内容

財　　源

①地域移行に向けた実証事業、地域部活動検討委員会の実施
②地域移行を進める市町村への支援
　（１クラブあたり４万円以内）
③スポーツ・文化芸術活動に貢献する企業の募集・登録

交番ネットワークカメラ等整備費

　住民の安全・安心を確保するため、警察署と交番をつなぐネットワークカメ
ラ等を整備

①富山中央警察署富山駅前交番
②富山中央警察署水橋交番

新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）　等

地域スポーツクラブ活動体制整備事業委託金　等

見守りネットワークカメラシステム整備費

　行方不明者の捜索活動や犯罪捜査等に活用するため、県除雪情報システムの
カメラ映像をリアルタイムで把握できるようシステムを整備

新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）　等

地域部活動推進事業

　休日部活動の地域移行に向けて、地域ぐるみで部活動を支援する環境を構築

　県民や民間事業者の参画促進を図るため、県民の富山の寿司に対する愛着を
深めるとともに民間事業者が参画しやすい環境を整備

①寿司を入口に本県の魅力を体感するモデルルートの造成
②飲食業組合と連携したお通し寿司の提供など官民連携
　の拡大 等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

関係人口調査事業

　本県の関係人口を把握・分析するための全国アンケート調査を実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「寿司といえば、富山」県民・事業者参画促進事業

大阪・関西万博出展事業

　2025年大阪・関西万博のテーマウィーク「健康とウェルビーイング」への出
展及び県内における万博機運の醸成

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



39 拡
(広報・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

推進室)
12,150

事業内容

財　　源

40
(広報・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

推進室) 6,820

事業内容

財　　源

41 新
(広報・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

推進室) 155,640

事業内容

財　　源

56 新 (スポーツ振興課) 30,000

事業内容

財　　源

358 新 (スポーツ振興課) 100,000

財　　源

57 拡 (国際課) 40,500

事業内容

財　　源

（開催日）令和７年９月26日～28日（予定）
（参加者）国内外の県人会員　等

寿司職人養成学校設立支援事業

　寿司のブランディングの新たな担い手を育成・確保するため、民間事業者が
行う寿司職人養成学校の設立を支援

一般財源　等

　関係人口の創出や地域活性化を推進するため、県や市町村、スポーツ団体、
民間企業等が一体となった県版スポーツコミッションを設立・運営

①県内のスポーツ環境のPRと大会等誘致への支援
②スポーツチームによる地域活性化への支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

富山県人会世界大会開催事業

　県や県人会の相互ネットワークを構築・強化し、国内外の県人会に本県の魅
力を発信するため、「富山県人会世界大会」を開催

①県内寿司店と県内外の若手寿司職人のマッチング支援
②若手寿司職人育成イベントの開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

県総合運動公園を拠点とした関係人口創出事業

　県総合運動公園を拠点に関係人口の拡大・深化を図るため、観客席等の設備
を更新し、カターレ富山のホームゲーム等の観戦のため訪れる方々への満足度
を向上

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「寿司といえば、富山」魅力発信事業

　「幸せ人口1000万」の実現に向け、本県の認知度向上や誘客促進等を図るた
め、寿司を入口に本県の魅力を国内外に発信

①黒部ダムでのPRイベントなど普及啓発の実施
②訪日中の外国人を対象とした誘客促進　等

①寿司職人養成学校の設立支援
②県外受講生への交通費助成

地域総合整備資金貸付事業債　等

スポーツコミッション活動事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「寿司といえば、富山」寿司職人マッチング支援事業

　県内における寿司の提供体制を維持・強化するため、寿司店と若手寿司職人
の就職マッチングを支援



144 新 (国際課) 19,700

事業内容

財　　源

249 拡 (労働政策課) 7,000

事業内容

財　　源

72 新 (農村振興課) 23,300

事業内容

財　　源

Ⅲ　未来に向けた人づくり

＜こどもまんなか社会の実現＞

79
(ワンチームとやま

推進室)
238,132

事業内容

財　　源

　新川こども施設に係る設計や工事、開業後の運営を含むPFI事業を実施

①基本設計、実施設計
②開業準備業務　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

新川こども施設整備・運営事業【R⑥.2月補正】

　農業・農村や援農を入り口として関係人口の拡大を図るため、県内の農村地
域における田舎暮らし体験など都市農村交流を推進

①参加者のニーズに応じた田舎暮らし体験講座の開催
②ポータルサイトによる都市農村交流事業の情報発信や
　事業に取り組む地域に対する広報面の支援
③富山県農泊推進ネットワーク会議の運営及び農泊地域の
　育成や農泊地域におけるツアーの開催等による誘客促進
④人手不足の農家と農作業従事希望者とのマッチング

農村環境創造基金　等

富山“Re-Design”ラボ事業

　大都市圏で活躍する中核人材が半年間富山に移り住み、リカレント教育を受
けながら、県内企業の課題を解決する取組みを拡充

①県内企業のプログラム参加費を支援（５万円/月）
　※参加企業の上限数を10社から20社に拡充
②県内企業や県外求職者にプログラムの周知広報　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

とやま農村Life推進事業

富山県サンパウロ州友好提携40周年事業

　サンパウロ州友好提携40周年、ブラジル富山県人会設立65周年等を記念し、
友好親善を深めるため、同国に訪問団を派遣

サンパウロ州政府やブラジル富山県人会の周年記念式典の参加

一般財源　等



80 拡 (学術振興課) 249,439

事業内容

財　　源

85 新 (こども家庭室) 1,066,500

事業内容

財　　源

63 新 (こども家庭室) 39,535

事業内容

財　　源

89 拡 (こども家庭室) 9,300

財　　源

　児童福祉法の改正に伴い令和７年６月から開始する「一時保護時の司法審
査」に係る相談体制の構築や富山県こども総合サポートプラザでの法的対応の
実施等

児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金　等

こども総合サポートプラザ運営事業

　令和７年４月より、いじめ、不登校、非行、ニート、ひきこもりなど、様々
な悩みや課題を抱えるこどもや家庭からの相談に幅広く対応する「富山県こど
も総合サポートプラザ」を運営

（相談機能）
 ①富山児童相談所こども相談センター、県総合教育センター
　 教育相談窓口、県こども・若者総合相談センター、
　 県警少年サポートセンター東部分室を集約して配置し、
　 ワンストップの相談支援を実施
 ②女性相談窓口を併設（週３回）
（開所時間）月～土、祝日 10:00～18:00

一般財源　等

児童相談所の法的対応機能強化事業

一般財源

こども安心センター（仮称）整備事業

　令和８年度末頃の完成に向けた富山児童相談所等の新築工事の実施と新設す
る児童心理治療施設の運営方法等の実地研修の実施等

R⑧
債務負担行為設定

＜2,470,300>

①富山児童相談所・児童心理治療施設・学びの場の
　一体的整備工事
②児童心理治療施設の運営方法等の実地研修、施設の
　運営方針等を検討するワーキンググループの設置

次世代育成支援対策施設整備交付金　等

私立高等学校生徒奨学支援事業

　国の無償化対象外である年収590～910万円未満の世帯に対し、国の就学支援
金に加え、県独自で授業料を支援

①すべての該当世帯に対し、月額6,600円を助成
（国就学支援金9,900円と合わせて授業料の保護者負担の
　半額程度を軽減）
②多子世帯、ひとり親世帯に対し、授業料を実質無償化
＜R⑧以降＞
　年収590～910万円未満の世帯について令和８年度の新入生
　から段階的に授業料を実質無償化
　（令和10年度に年収590～910万円未満の世帯について
　　実質無償化）



96 拡 (こども家庭室) 4,000

事業内容

財　　源

98 新 (こども家庭室) 500

財　　源

347 (こども家庭室) 500

事業内容

財　　源

62 新 (こども家庭室) 3,500

財　　源

83 拡 (こども家庭室) 1,230,000

事業内容

財　　源

341 (こども家庭室) 199,705

事業内容

財　　源

一般財源

子育て支援ポイント制度事業

　出産から子育て期まで切れ目のない支援を実現するため、地域通貨を付与す
るポイント制度を展開

１歳半時に子育て支援サービス（育児用品の購入、
一時預かり、予防接種等）に利用できる３万円分の
電子ポイントを付与

一般財源

　こどもまんなか社会の実現に向けた気運の醸成のため、国や民間企業等と連
携してシンポジウムを開催

こども政策推進事業委託費　等

こども医療費助成事業

　県と市町村が連携して、こども・子育て施策の充実に取り組むため、こども
医療費助成制度を拡充

こども医療費の助成に要する経費の一部補助
（補助先）市町村　（補助率）4/10
（補助対象（拡充））
　①入通院の対象年齢を未就学児から小学生に引き上げ
　②幼児の患者自己負担を撤廃

こどもの意見プラス事業

　こどもの意見を施策に反映させるため、意見を聴く機会を創出

①小・中学生と知事との「こども意見表明交流会」の開催
②「声を聴かれにくい」こどもの声を聴く場の設定
③こども県政モニターによる意見収集

地域少子化対策重点推進交付金　等

「こどもまんなか社会」普及啓発事業

一般財源

こどもの権利に関する条例検討事業

　「こどもの権利に関する条例（仮称）」制定に向けた有識者会議の開催及び
こども等からの意見聴取を実施

地域少子化対策重点推進交付金　等

こどもの居場所づくり支援事業

　様々な困難を抱えるこどもの居場所を運営する民間団体の取組みを支援する
ほか、フリースクール等の運営実態調査を実施

①こどもの居場所の開設経費への支援
　（補助率：市町村補助額の1/2　上限額：50万円/箇所）
②特色ある取組みの実施に要する経費への支援
　（補助率：市町村補助額の1/2　上限額：10万円/箇所）
③フリースクールの経営状況や施設等に関する調査



82 新 (こども家庭室) 1,248

事業内容

財　　源

84 新 (こども家庭室) 29,580

事業内容

財　　源

97 新 (こども家庭室) 1,000

財　　源

345 (こども家庭室) 70,000

事業内容

財　　源

86 拡 (こども家庭室) 2,200

事業内容

財　　源

養育費確保等支援事業

　ひとり親家庭等の福祉の向上を図るため、離婚の検討段階で離婚後の生活を
考える機会の提供や養育費等の履行確保に向けた取組みを支援

①養育費や親子交流等の履行に関する講座
②弁護士への個別相談
③養育費の履行確保の取組支援

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金　等

一般財源

ひとり親家庭応援事業【R⑥.2月補正】

　低所得のひとり親家庭の生活を支援

食料品や日用品の購入に利用できる電子ポイント（１万円分/
世帯）を付与

重点支援地方創生臨時交付金

　新たな新生児マススクリーニング検査を対象（２疾患）とした公費負担によ
る実証事業を実施するもの

脊髄性筋萎縮症（SMA）と重症複合免疫不全症（SCID)の
２疾患の検査費用の公費支援
（支援額）4,500円/件

母子保健衛生費国庫補助金　等

困難を抱える女性とこどもの支援に関する実態調査事業

　困難な問題を抱える女性とこどもの中長期支援の実態とニーズを調査

安心な妊娠出産包括支援推進事業

　遠方の分娩施設で出産する妊婦への交通費等の支援など妊産婦が安心して妊
娠、出産できるよう支援体制を構築

①医療圏域毎に行政や医療機関等の関係者における支援体制
　の整備や情報共有の実施
②ハイリスク妊産婦や産後うつ等の支援者研修会等の開催
③基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支援
④遠方の分娩施設で出産する妊婦に対する交通費及び宿泊費
　の補助　（実施主体）市町村　（補助率）3/4

母子保健衛生費国庫補助金　等

新生児マススクリーニング検査に係る実証事業



95 (こども家庭室) 8,868

事業内容

財　　源

100 新 (障害福祉課) 8,000

事業内容

財　　源

＜学校教育の充実と教育改革の推進＞

103 新 (教育企画課) 71,500

事業内容

財　　源

102 新 (教育企画課) 819,100

事業内容

財　　源

106 (教育企画課) 1,604,451

財　　源

105 (教育企画課) 420,000

財　　源

公立学校情報機器整備基金事業

　公立学校（小・中・義務教育・特別支援（小・中））における児童生徒用１
人１台端末の更新を進めるため、更新費用等を助成

公立学校情報機器整備基金

　指定保育士養成施設に通う学生を対象に、就職活動に係る費用の一部を貸し
付ける「就職活動準備金」を創設し、保育所等への就職を促進

（貸付額）20万円/人
（貸付条件）最終学年への進級時
　※卒業後、県内施設に３年間の実務従事で返還免除

一般財源

難聴児支援体制整備事業

　難聴児の早期発見と早期療育を推進するため、中核的拠点として「富山県難
聴児支援センター」を新設

①富山県難聴児支援センターの設置・運営
②富山県難聴児支援協議会の開催

高等学校学習者用端末購入等支援事業

　県立高校において保護者負担へ移行する１人１台端末の購入等への支援

①住民税非課税世帯等への端末貸与
②住民税非課税世帯等に準じる世帯等への支援金の支給
  （補助率:1/2、上限額:37,500円）
③多子世帯への支援金の支給
  （補助率:1/2、上限額:37,500円）

保育人材確保支援事業

一般単独事業債　等

　学習用ネットワークの再構築と個人所有端末の運用に対応するためのネット
ワーク整備

R⑧～R⑫
債務負担行為設定

<152,400>

①無線LANアクセスポイントの更新、追加整備
②個人所有の１人１台端末を接続するネットワーク構築　等

デジタル活用推進事業債（仮称）　等

県立高校特別教室の空調整備費

　熱中症対策等の観点から県立高校の特別教室に空調を設置

児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金　等

重点支援地方創生臨時交付金

学習用ネットワーク環境整備費



111 新 (教育みらい室) 9,700

事業内容

財　　源

107 拡 (教育みらい室) 36,520

財　　源

108 拡 (教育みらい室) 76,000

事業内容

財　　源

109 新 (教育みらい室) 33,660

事業内容

財　　源

112 新 (教育みらい室) 3,980

事業内容

財　　源

113 拡 (教育みらい室) 8,700

事業内容

財　　源

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

大学生派遣こどもエール事業

　児童生徒の学習意欲の向上、学習や生活のつまずきの解消に向けて、教員志
望の学生等を県内の小・中・義務教育学校に派遣

①大学生派遣コーディネーターの設置
②教育現場への大学生派遣

一般財源

　情報や数学、理科などの教育の充実や探究的な学び、専門教科の学びの強化
に向けた取組みのためのICT機器の整備や外部機関との連携

①探究的な学び等に必要なICT機器等の整備
②専門人材の派遣や大学等との連携による支援体制整備　等

高等学校等デジタル人材育成支援事業費補助金

次世代創出PBL推進事業

　グローバルな視点で課題を捉え、その解決策を実践する地域の人材を育成す
るため、県立学校において海外での研修など探究型・課題解決型学習を実施

①県立学校が地域社会や産業界等と連携して取り組む
　探究型学習や課題解決型学習の実施
②海外大学等での研修等の実施
③研究成果に関するフォーラムの開催　等

スクールソーシャルワーカー活用事業

　児童・生徒の置かれている環境へ働きかけて問題解決を図るスクールソー
シャルワーカーの配置（小中学校における配置時間を拡充）

教育支援体制整備事業費補助金　等

県立学校DX加速化推進事業

特別支援就労応援プロジェクト事業

　卒業予定者の就職率の向上に向けて、高等特別支援学校のキャリア教育と就
労支援の機能を強化

①地域就労支援アドバイザーの配置
②｢就労応援団とやま｣の登録推進
③特別支援学校の就労支援の充実

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

校内教育支援センター整備支援事業

　不登校の未然防止や登校復帰に向けた支援を図るため、校内教育支援セン
ターを新たに設置する市町村を支援

（補助率）国1/3、県1/3、市町村1/3
（対象経費）センターの新規設置に係る経費
　　　　　　支援員の配置に係る経費

教育支援体制整備事業費補助金　等



74 新 (教育みらい室) 2,894

事業内容

財　　源

114 新
(生涯学習・

文化財室) 4,200

事業内容

財　　源

116 新 (教職員課) 10,500

財　　源

117 (教職員課) 9,990

財　　源

118 新 (教職員課) 183,996

財　　源

119 (教職員課) 323,188

事業内容

財　　源

小学校新規採用教員サポート事業

　小学校の学級担任となった新規採用教員の負担を軽減するために、専門性の
高い教科指導を行うサポート教員を配置

教育支援体制整備事業費補助金　等

スクール・サポート・スタッフ配置事業

一般財源

教頭マネジメント支援員配置事業

　円滑な学校運営と教頭の働き方改革の推進のため、教頭マネジメント支援員
の配置を希望する市町村に対する経費を支援

教育支援体制整備事業費補助金　等

　多様化する現代の子育てに対応した親学びプログラムの作成や、より多くの
保護者の参加を促す取組みに重点を置いた親学びの推進

　教員の負担軽減を図るため、学習プリントの準備等の業務を支援するスクー
ル・サポート・スタッフを配置

全ての市町村立小・中・義務教育学校及び特別支援学校（小・
中学部）に配置

教育支援体制整備事業費補助金　等

①新たな親学びプログラムの作成やSNS等を活用した
　情報発信の実施
②親学び推進リーダーの配置や研修会の開催等

学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金　等

「開かれた教職」のための外部人材活用事業

　本県の将来を担う職業人材の育成に向け、県立高校職業科に民間等の外部人
材の配置を試行的に導入

とやま親学び充実事業

魅力と活力ある県立高校整備等推進事業

　県立高校の方向性を示す基本方針を踏まえた議論・検討を行うとともに、南
砺平高校の全国募集における広報活動等を実施

①県立高校の方向性を示す基本方針を踏まえた検討会議の
　開催等
②南砺平高校の全国募集における広報活動や、交通費・
　宿泊費の支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



120
(生涯学習・文化財室)

(保健体育課) 53,084

事業内容

財　　源

＜多様な人材の育成＞

121 拡
(働き方改革・

女性活躍推進室) 3,500

財　　源

123 (学術振興課) 1,421,857

財　　源

101 拡 (学術振興課) 19,200

事業内容

財　　源

124 新 (学術振興課) 4,700

事業内容

財　　源

143 新 (学術振興課) 2,000

財　　源 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

①中学校への配置を支援（156名）
②県立学校への配置を拡充（39名）

地域女性活躍推進交付金　等

部活動指導員配置促進事業

　部活動に係る教員の負担軽減と競技力の向上等を図るため、部活動指導員を
配置

県立大学情報工学部整備費

　情報工学部の令和８年度新学部棟供用開始に向け、施設・研究機材の整備等
を実施

地域活性化事業債　等

未来を拓くとやまグローバル人材育成事業

地方スポーツ振興費補助金　等

理工系分野にチャレンジ！「中高生×富山で働く女性」交流促進事業

　進学や就職前の中高生が自身のキャリアプラン等を考えるにあたり、理工系
分野等での県内就職を選択肢の１つとしてもらうため、企業見学バスツアー
や、富山で働く女性との交流会等を開催

　地域の課題に対しグローバルな視点で主体的に取り組む人材育成を図るた
め、高校生の海外留学を産学官一体で支援

①文科省「トビタテ！留学JAPAN新・日本代表プログラム」
　拠点形成支援事業の申請・活用
②事業周知・広報及び生徒募集　等

（独）日本学生支援機構交付金　等

インターナショナルスクール・サマースクール開催支援事業

　県内児童・生徒のグローバル意識を醸成するため、インターナショナルス
クール運営事業者によるサマースクールの県内開催を支援

TPU国際化推進事業

　海外の学生からも選ばれる大学に向け、新たにインド・アンドラ大学との学
術交流を実施するなど県立大学の国際化を推進

①アンドラ大学（インド）との学術交流の実施
②シリコンバレー・オフィスの設置
③米国短期共同研究推進プログラムの実施　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



126 (地域産業振興室) 1,000

財　　源

127 拡 (地域産業振興室) 11,000

事業内容

財　　源

128 新 (教育企画課) 1,200

事業内容

財　　源

129 拡 (教育みらい室) 9,300

事業内容

財　　源

130 新 (教育みらい室) 1,600

事業内容

財　　源

＜共生社会の実現＞

131 (成長戦略室) 7,000

財　　源

　成長戦略のビジョンの実現に向け、具体的な施策の検討を行う「富山県成長
戦略会議」等を開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　県民のウェルビーイング向上につなげるため、県内企業の経営者等を対象に
ウェルビーイング経営セミナーを開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

事業承継つなぐサポート事業

公立夜間中学設置準備事業

　本県における公立夜間中学について、需要や課題等の現状を把握し、設置に
向けた準備を実施

協議会の開催、教育課程の検討、施設改修内容等の検討等

教育支援体制整備事業費補助金　等

「富山県成長戦略会議」等開催事業

一般財源

社会へ羽ばたく「17歳の挑戦」事業

　アントレプレナーシップの醸成やインターンシップ等の体験活動への支援に
よる各学科に応じたキャリア教育を充実

県内企業等の見学、体験活動の実施やアントレプレナー
シップの育成に資する実践活動の支援　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　中小企業の技術や雇用などの経営資源を次世代に引き継ぐため、事業承継に
向けた取組みを支援

①事業承継に要する経費（計画策定等）を助成
　（補助率）中小1/2、小規模2/3　（上限額）50万円
②承継人材候補の視察に要する経費を助成
　（補助率）1/2　（上限額）20万円
③経営者や後継者候補等を対象としたセミナーの開催
④経営者を対象としたアンケート調査の実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「とやまこどもサミット」開催事業

　G7富山・金沢教育大臣会合での「富山・金沢こどもサミット」の宣言を実現
するため、宣言に基づく取組みについて、こども達が発信・共有する「とやま
こどもサミット」を開催

（時期）令和７年冬頃
（内容）県内の小中学校等における取組事例の発表

ウェルビーイング経営推進事業



132 (成長戦略室) 24,000

財　　源

137 新
(働き方改革・

女性活躍推進室) 7,700

事業内容

財　　源

136 新
(働き方改革・

女性活躍推進室) 4,000

事業内容

財　　源

138 新
(働き方改革・

女性活躍推進室) 1,800

財　　源

139 新
(ワンチームとやま

推進室) 1,500

財　　源

142 拡
(ワンチームとやま

推進室) 9,000

財　　源

145 拡 (国際課) 8,854

事業内容

財　　源

　外国人が生活等に必要な日本語能力を身につけ、地域社会の一員として安心
して生活し活躍できる日本語教育環境を充実

①地域日本語教育コーディネーターの設置
②初期日本語指導の実施
③総合調整会議の開催　等

地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業補助金　等

とやま移住者マッチングセミナー開催事業

　移住実現に向けた具体的な手段や方法を紹介するセミナーを開催し、地域
ニーズに対応した人材獲得を推進

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

地域日本語教育体制整備事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

全国自治会連合会富山県富山大会開催支援事業

　全国の自治会等の関係者が課題や取組状況を共有し、自治活動の充実、発展
を目指して開催される「全国自治会連合会富山県富山大会」に対する助成

一般財源

成長戦略カンファレンス「しあわせる。富山」開催事業

　富山県成長戦略を県内外に発信し、成長戦略の議論を深め、連携して取組み
を進める契機として、カンファレンスを開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　職場や地域、学校教育におけるアンコンシャス・バイアスへの気づきと解消
に向けた行動の促進

①アンバサダーによる地域への普及啓発
②職場や地域でのアンコンシャス・バイアス解消事例の発信
③学校等での出前講座の開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

大学生キャリア形成の変容に係る意識調査事業

　県外に進学した本県出身の女子学生の就職やキャリア形成に関する意識変容
調査を実施

女性の活躍促進官民連携事業

　女性が働きやすい職場環境づくりを推進するため、官民が連携して「女性の
活躍促進官民連携会議」を新たに設立し、優れた取組みの横展開を実施

①フォーラムの開催
②企業間交流会等の開催
③DEI企業成長塾の開催

地域女性活躍推進交付金　等

アンコンシャスバイアス・アンバサダー強化事業



146 新 (国際課) 2,000

財　　源

147 新 (高齢福祉課) 1,000

財　　源

148 新 (高齢福祉課) 500

財　　源

149 新 (高齢福祉課) 2,000

事業内容

財　　源

150 新 (障害福祉課) 3,000

財　　源

151 新 (労働政策課) 6,600

事業内容

財　　源

介護保険事業費補助金

市町村による地域包括ケアシステムの深化・推進支援事業

非正規雇用労働者正社員就職フェア事業

　正規雇用を希望するすべての世代の求職者を対象に、正社員を求める企業と
マッチングできる機会を創出

大型商業施設における「正社員就職お仕事フェア」の開催

社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金　等

地域医療介護総合確保基金

農福連携＆食とアートのインクルーシブマルシェ開催事業

　障害者の賃金（工賃）向上と障害者アートの認知・振興を図るため、農福連
携による食品・雑貨の販売や障害者アート展示等のイベントを開催

地域生活支援事業費等補助金　等

一般財源

　地域包括ケアシステムの深化に向けて、地域特性に応じた課題の発見と実施
主体となる市町村職員向けの研修会を開催

地域医療介護総合確保基金

訪問看護ステーション暴力・ハラスメント対策事業

　訪問看護を行う看護師等における利用者・家族からの暴力・ハラスメント対
策として、セキュリティ確保に必要な防犯機器の整備を支援

防犯機器（位置検索機能・緊急呼び出し機能付き
防犯ブザー等）の初度整備に要する経費を補助
（補助先）　訪問看護ステーション
（補助対象）位置検索機能･緊急呼び出し機能付き
　　　　　　防犯ブザーや防犯ボタン付き携帯電話等
（補助率）1/2　（上限額）6,000円/台

認知症共生社会推進事業

　認知症になっても自分らしく生活できる共生社会の実現に向けて、富山県認
知症施策推進計画を策定し、認知症本人大使（仮称）による普及啓発を実施

遼寧省大学生等交流推進事業

　県内の大学生等を中国・遼寧省へ派遣し、現地大学生等との交流を通じて、
次世代の友好を担う青少年を育成



248 新 (労働政策課) 9,000

事業内容

財　　源

152 新 (建築住宅課) 5,000

事業内容

財　　源

＜スタートアップへの支援など＞

232 新 (くすり振興課) 80,000

財　　源

153 新 (地域産業振興室) 3,000,000

財　　源

158 (地域産業振興室) 57,000

事業内容

財　　源

159 新 (地域産業振興室) 3,500

事業内容

財　　源

一般単独事業債　等

　本県が強みを持つ医薬、バイオ、健康、美容等のヘルスケア分野におけるス
タートアップ（ヘルスケアベンチャー）の発掘・誘致等を促進

　関係人口の拡大につながる空き家の改修や、民間事業者が行う地域の空き家
の利活用を実現するための各種検討などの取組みを支援

①空き家の改修に要する経費への支援
　（補助率）1/2　（上限額）50万円
②民間事業者が行う空き家利活用計画の検討・作成を支援

一般財源　等

バイオ医薬品製造等人材育成事業

　製薬企業におけるバイオ医薬品専門人材の育成を推進するため、県立大学に
寄附講座を設置し、バイオ医薬品の製造やGMPに関する研究・教育を充実

空き家利活用支援事業

カスタマーハラスメント対策等働きやすさ向上促進事業

　県内におけるカスタマーハラスメント防止の機運醸成や県内企業のカスタ
マーハラスメント防止対策の取組みの支援等

①カスタマーハラスメント防止ポスターの配布
②企業向けカスタマーハラスメント防止対策セミナーの開催
③労働相談窓口の設置
④県内企業の労働条件・労働環境等に関する実態調査

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

とやまスタートアップ「T-Startup」創出事業

　スタートアップエコシステムの形成に向け、スタートアップ案件の発掘やハ
ンズオン支援、県内企業・団体の機運醸成等を実施

①今後活躍が期待される起業家への専門家派遣等による支援
②起業家と支援者の連携に対する支援や機運醸成　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

とやまヘルスケアベンチャーイニシアティブ推進事業

地域振興基金

中小企業成長応援ファンド事業

　地域金融機関と県が一体となって中小企業成長応援ファンドを造成し、その
運用益により、新事業展開や販路開拓などの取組みを支援

①ヘルスケアベンチャーとのミートアップの開催
②ヘルスケアベンチャーと県内事業者との
　マッチングイベントの開催　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



338 新 (地域産業振興室) 4,000

事業内容

財　　源

301 新 (農業経営課) 10,000

事業内容

財　　源

154 新 (農業技術課) 9,600

事業内容

財　　源

155 新 (農業技術課) 1,000

事業内容

財　　源

156 拡 (森林政策課) 20,500

事業内容

財　　源

157 (建設技術企画課) 5,000

事業内容

財　　源

森林経営管理支援基金

建設業バックオフィス業務DX化推進支援事業

　建設業の生産性向上や働き方改革に向け、建設企業が取り組む事務作業のDX
化への支援や建設企業向けの研修会の開催

①建設企業が行うDX化の取組みに対する補助
　（補助率）1/2　（上限額）50万円
②DX化推進研修会の開催

重点支援地方創生臨時交付金

　新規取組者等の有機農産物の販路を確保するため、県内飲食店等の実需者と
のマッチングを支援

①生産者と県内飲食店等とのマッチング交流会の開催
②給食関係者との有機農産物活用拡大に向けた検討会の開催

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金　等

林業イノベーション推進総合対策事業

　スマート林業を普及するため、ICT等の活用による木材生産などの効率化、省
力化を段階的に実証

①富山県林業イノベーション推進協議会による研修会の開催
②ICTを活用した機器等の実証
③日報管理システムの活用　等

もっと楽らく有機栽培促進事業

　水稲有機栽培の省力化技術を体系化し、大規模経営体や集落営農組織等での
有機農業転換を促進

①省力栽培技術の実証・マニュアル化や研修会開催
②水田除草機等の省力化機械の導入支援

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金　等

有機農産物商流創出支援事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

担い手応援！農地管理効率化事業

　担い手の経営面積の拡大に向け、草刈りや水管理作業の負担軽減を支援

畦畔草管理（リモコン草刈機、畦カバーシート、地被植物
施工等）及びほ場水管理（自動給排給水栓等）に資する
資材・機械導入経費を支援（補助率：県2/10、市町村1/10）

企業内起業に意欲のある企業を対象とした新規事業創出
プログラムの実施

重点支援地方創生臨時交付金

イントレプレナー推進事業

　企業内資源等を活用したスタートアップやアトツギベンチャーの創出を図る
ため、イントレプレナー（社内起業家）を育成



＜健康・福祉の充実など＞

160 新 (環境政策課) 1,000

事業内容

財　　源

162 拡 (厚生企画課) 2,300

事業内容

財　　源

164 新 (厚生企画課) 9,900

事業内容

財　　源

161 新 (厚生企画課) 5,000

事業内容

財　　源

165 拡 (高齢福祉課) 388,000

事業内容

財　　源

国民健康保険保険者努力支援交付金

介護テクノロジー導入支援事業【R⑥.2月補正】

　介護職員の負担軽減と介護人材の確保を図るため、介護ロボットやICT等のテ
クノロジー機器の導入を支援し、介護現場の生産性を向上

①介護事業所が行う介護テクノロジー導入に要する経費補助
　（補助率：3/4、上限額：1,000万円/法人）
②市町村が行うケアプランデータ連携システムの活用促進
　モデルとなる地域づくりに要する経費を補助
　（補助率：10/10、上限額：850万円/地域）

介護保険事業費補助金　等

　高校生の介護の仕事への関心を高め、介護分野への就労を促進するため、有
償インターンシップを実施

①無償インターンシップ：定員40名程度
②有償インターンシップ（賃金及び交通費を支給）
　：定員30名程度（令和６年度より人数を拡充）

地域医療介護総合確保基金

PFSを活用した特定保健指導実施率向上支援事業

　特定保健指導の実施率を向上させるため、PFS（成果連動型民間委託）を活用
し、市町村の指導体制を支援する事業を実施

R⑧
債務負担行為設定

＜3,520>

①選定した民間事業者に支援業務を委託
  (1)県内全市町村の保健師等の利用勧奨技術の向上支援
  (2)モデル市町村に対する特定保健指導実施体制の支援
②特定保健指導の初回面談の実施人数と特定保健指導の
　終了人数の増加分を指標として成果報酬を支払い

　戦後80年の節目に際し、次世代に戦争の悲惨さや平和の尊さを広く語り継い
でいくための取組みを実施

①戦後80年企画の映像制作
②「戦時下の暮らし展」の開催規模の拡大
③戦後80年植樹の実施

一般財源

①啓発用チラシの作成
②関係団体・企業等と連携した高齢者へのチラシ配布・啓発

環境保全基金

介護事業所インターンシップ事業

戦後80年事業

　気候変動に伴い急激に高まる熱中症リスクから高齢者を守るため、熱中症予
防行動・応急処置方法を伝える啓発活動を実施

熱中症対策事業



166 拡 (高齢福祉課) 49,400

事業内容

財　　源

167 新 (障害福祉課) 1,760

事業内容

財　　源

168 (障害福祉課) 11,905

事業内容

財　　源

169 新 (障害福祉課) 1,000

財　　源

170 新 (障害福祉課) 3,800

財　　源

171 新 (医務課) 45,000

事業内容

財　　源

　長時間労働の多い県内の医療機関に対し、労働時間短縮や医療体制確保のた
めに医師派遣を行う医療機関を支援

（補助先）医師を派遣する役割を担う医療機関
（補助率）10/10　（上限額）125万円/人×派遣月数

地域医療介護総合確保基金

高次脳機能障害支援センター機能強化事業

　高次脳機能障害に関する専門知識を持つ人材を育成するための研修会の開催
や地域支援ネットワークを構築するための多職種連携協議会を開催

地域生活支援事業費等補助金　等

勤務環境改善医師派遣等推進事業

障害者総合支援事業費補助金　等

障害福祉人材確保対策支援事業【R⑥.2月補正】

　障害福祉サービス事業所の経営者や人事担当者向けに、職員が働きやすい職
場づくりを目的とした研修・相談会を開催

障害者総合支援事業費補助金

　障害児通所支援事業所（児童発達支援センター及び児童発達支援事業所）に
おいて、ICTを活用した子ども見守りサービス等の機器の導入や登降園管理シス
テムに要する経費の支援

（補助先）児童発達支援センター、児童発達支援事業所
（補助率）4/5（国3/5、県1/5、事業所1/5）

児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金　等

障害者福祉施設ICT・ロボット導入支援事業【R⑥.2月補正】

　障害福祉サービス事業所の職員の業務効率化及び業務負担軽減を図るため、
ICT機器やロボットの導入を支援

①事業所向けのICT導入に係る研修会の実施
②事業所が生産性向上のためにICT機器、ロボットを導入する
　費用を助成
（補助先）障害福祉サービス事業所等
（補助率）3/4（国1/2、県1/4、事業所1/4）

とやま介護テクノロジー普及・推進センター運営事業

　介護職員の負担軽減、介護サービスの質の向上を図るため、「とやま介護テ
クノロジー普及・推進センター」において、介護現場の生産性向上に資する取
組みを実施

①介護ロボット・ICT活用等生産性向上に係る相談窓口の運営
②介護現場における生産性向上に関する研修会の実施
③人材確保、生産性向上に係る各種支援業務

地域医療介護総合確保基金

障害児安全安心対策事業



172 新 (医務課) 3,000

財　　源

173 新 (医務課) 1,370

事業内容

財　　源

343 新
(高齢福祉課)

(障害福祉課)(医務課) 1,697,802

事業内容

財　　源

174 拡 (健康対策室) 2,900

財　　源

175 新 (健康対策室) 1,560

事業内容

財　　源

176 新 (健康対策室) 3,000

財　　源

感染症予防事業費等国庫補助金　等

感染症対策医療人材受入事業

　県内の新興感染症の発生時や蔓延時の医療提供体制の強化に向けた取組みを
充実させるため、富山大学から感染症専門医（１名）を配置

地域医療介護総合確保基金

　「健康経営」の一層の普及を図るため、健康経営企業大賞の表彰や受賞企業
の事例発表、個別相談会等を開催

国民健康保険保険者努力支援交付金　等

IHEAT人材確保育成事業

　新興感染症の発生時や蔓延時の厚生センター業務の逼迫時において、業務を
支援するIHEAT要員の育成確保

富山県看護協会にIHEAT要員の募集やIHEAT要員への研修実施、
有事の際のIHEAT要員の派遣調整を依頼

医療機関・社会福祉施設等の職場環境改善事業【R⑥.2月補正】

　医療機関・社会福祉施設等が人材確保・定着等を図るために実施する生産性
向上や職場環境の改善等の取組みを支援

①医療機関
（補助対象）ベースアップ評価料を算定している医療機関等
（補助額）病院・有床診療所：４万円/床
　　　　　診療所（医科・歯科）、訪問看護ステーション
　　　　　　　　　　　　　:18万円/施設
②社会福祉施設等
（補助対象）処遇改善加算を取得している介護事業所・
　　　　　　障害福祉サービス事業所
（補助額）職員１人当たり5.4万円に相当する額

医療施設運営費等補助金　等

「健康経営」普及支援事業

地域医療介護総合確保基金

臓器提供・移植時の対応力強化事業

　臓器移植の円滑な実施を推進するため臓器提供・移植時のコーディネート体
制を強化

（補助先）（公財）富山県移植推進財団
（対象経費）
　①コーディネータ業務補助員の雇用
　②臓器移植時の医療機関が使用する統一マニュアルの策定
（補助率）①3/4、②10/10

地域医療介護総合確保基金

総合的診療医師の確保促進事業

　総合的診療医の育成・確保の取組みを充実させるため、富山大学から総合診
療科の医師（１名）を配置



177 拡 (健康対策室) 1,640

事業内容

財　　源

178 新 (健康対策室) 4,900

事業内容

財　　源

179 新 (健康対策室) 3,000

事業内容

財　　源

180 拡 (薬事指導課) 3,780

事業内容

財　　源

＜文化・スポーツ・伝統分野の振興＞

185 (文化振興室) 13,818

事業内容

財　　源

四館連携推進事業

　本県が誇る個性豊かな富山県美術館・水墨美術館・立山博物館・高志の国文
学館の四館が連携・強化した企画展やイベント、広報PRを実施

①四館が協力した企画展やトークイベントの実施
②広報PRの実施　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

精神保健費等国庫負担（補助）金　等

献血推進協働事業

　献血の安定確保のため、若年層に向けた献血の普及啓発を強化

献血の協力者からSNSによりPR投稿するキャンペーンの展開

一般財源

　こころに悩みを抱えた若者等の居場所を確保するため、気軽に悩みを相談で
きるカフェを開設

（開設時間・場所）平日12時～17時・富山大学近郊（予定）

地域生活支援事業費等補助金　等

摂食障害支援拠点病院設置運営事業

　摂食障害患者が早期に適切な支援が受けられるよう、摂食障害支援拠点病院
を指定し、拠点病院が行う医療・地域連携の構築に向けた活動を支援

摂食障害支援拠点病院の運営経費への補助
（補助率）10/10　（上限額）300万円

口腔機能等行動変容促進事業

　歯科疾患やオーラルフレイル予防のための普及啓発の実施

①県民向け公開講座の開催
②オーラルフレイル予防対策の普及啓発に取組む市町村や
　学校等に対する機器の貸出し

医療施設運営費等補助金

こころの居場所づくり事業



186 (文化振興室) 51,500

事業内容

財　　源

184 (文化振興室) 7,000

事業内容

財　　源

183 拡 (文化振興室) 75,500

事業内容

財　　源

182 新 (文化振興室) 559,450

財　　源

187 新 (スポーツ振興課) 6,000

財　　源

191 拡 (スポーツ振興課) 66,000

財　　源 一般単独事業債　等

　富山県総合運動公園の更なる魅力向上に向けて、民間活力の導入に向けた課
題把握や市場性・採算性を調査するための社会実験（トライアルサウンディン
グ）を実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

富山県武道館整備費

　富山県武道館の整備に係る建設工事等の実施
R⑦～⑨

継続費設定
＜8,961,150＞

旧近代美術館解体費

　旧近代美術館の解体工事、工損調査の実施
（工事期間：R7.7～R9.3）

R⑧
債務負担行為設定

＜347,125＞

公共施設等適正管理推進事業債　等

県総合運動公園民間活力導入社会実験等調査事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

文化芸術創造拠点形成事業

　劇団SCOT（鈴木忠志氏主宰）が利賀に拠点を移して50年の節目を契機とする
公演の開催や若手人材の育成を支援し、世界的な舞台芸術の拠点づくりを推進

①SCOT入村50年記念「SCOTサマー・シーズン2025」（仮称）
　の開催
②国内外の演劇人を対象としたスズキ・トレーニング・
　メソッドなどの教育事業の実施
③国内外の若手演劇人と多国籍の俳優による共同作品の創造

文化芸術振興費補助金　等

　国から認定を受けた計画に基づき立山エリアにおける文化観光を推進し、観
光誘客と地域活性化を図るため、拠点施設である立山博物館の展示の磨き上げ
や情報発信を実施

①タッチパネル導入など解説展示の刷新、多言語対応の実施
②Webサイトの多言語化（中国語、韓国語）
③インバウンド来訪を見据えた受入環境調査　等

文化芸術振興費補助金　等

しあわせを伝えよう！絵てがみ募集事業

　高志の国文学館において「創る」文学の楽しさを感じてもらうため、ウェル
ビーイングをテーマとする絵てがみを募集・展示

①絵てがみの募集・表彰・展示
②絵てがみ教室の開催
③絵てがみ募集ボックスの設置

立山博物館を中核とした文化観光拠点計画推進事業



189 拡 (スポーツ振興課) 96,420

事業内容

財　　源

188 新 (スポーツ振興課) 10,500

事業内容

財　　源

190 (スポーツ振興課) 7,500

事業内容

財　　源

192 (スポーツ振興課) 3,800

事業内容

財　　源

193 新 (スポーツ振興課) 10,000

事業内容

財　　源

デジタル活用推進事業債（仮称）　等

スキーモーグルワールドカップ開催支援事業

　ミラノ・コルティナ2026オリンピック冬季競技大会後のスキーモーグルワー
ルドカップの県内初開催を支援

スキーモーグルワールドカップ大会実行委員会への負担金

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　県民のスポーツ活動への参加促進のため、体験型スポーツイベント「Enjoy！
スポーツとやま」のプログラムの内容を充実

①体験型スポーツイベント「Enjoy！スポーツとやま」の開催
②地域における「週イチスポーツ教室」の開催

スポーツ振興くじ助成金　等

文化・スポーツ施設の予約システム導入推進事業

　県内の文化・スポーツ施設の予約の利便性向上を図るため、市町村と共同調
達により導入した予約システムの運用

（稼働施設数）180施設（県・富山市・高岡市・朝日町）
（主な機能）空き状況の照会や利用申込み、
　　　　　　キャッシュレス決済　等
（稼働時期）令和７年３月末～

重点競技強化推進事業

　メディア露出の多い高校野球、高校サッカー、駅伝競技に加え、新たな競技
種目に対し、競技スポーツ団体が主催する強化事業を支援

競技スポーツ団体が競技力向上を目的とした事業（選抜選手
の県外での強化練習、外部指導者、県外強豪チームの招へい
等）に係る経費への補助

一般財源

県民スポーツ機会創出事業

富山マラソン大会開催事業

　スポーツの振興や富山県の魅力発信、関係人口の拡大を目的として、第10回
となる「富山マラソン2025」を開催

（開催日）令和７年11月２日（日）
（開催内容）
　①フルマラソン13,000人、車いす30人
　　ジョギング1,300人
　②10回参加となるランナーとボランティアへの
　　顕彰制度の創設　等

スポーツ振興くじ助成金　等



194 新 (スポーツ振興課) 12,500

事業内容

財　　源

195 新 (地域産業振興室) 8,300

事業内容

財　　源

196 新 (砂防課) 5,000

財　　源

＜県庁改革の推進＞

199 (成長戦略室) 1,000

事業内容

財　　源

201 新 (成長戦略室) 2,145

財　　源

200 新
(広報・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

推進室) 5,300

事業内容

財　　源 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　県民の意見を取り入れて県政の課題解決を図るため、オンラインコミュニ
ティを活用した意見を公募

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

伝わる・巻き込む広報推進事業

　県政に興味関心や愛着を持つ県民の増加を図るため、「伝わる広報」「親し
みやすい広報」に向けた情報発信力の強化

①職員の広報力向上に向けたマニュアル等の作成
②大学生等と協働した情報発信の実施　　等

官民連携推進・強化事業

　本県が抱える課題に関し、民間事業者のアイデアやノウハウを活かした効果
的な民間提案制度を実施

①効果的な提案を募集し事業化を目指す民間提案制度を実施
②「官民連携まちづくりチーム」の設置　等

一般財源

官民連携による課題解決型オンラインコミュニティ推進事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　伝統産業の人手不足の解消や商品等のプロデュース力の向上を図るため、と
やま伝統産業プロデューサー人材育成プログラム等を実施

①とやま伝統産業プロデューサー人材育成プログラムの開催
②伝統工芸「匠の技術」の継承支援・発信
③伝統工芸技術継承支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

立山砂防・県営砂防施設群価値付け事業

　世界遺産登録に向けて、立山砂防及び県営砂防施設群の価値付け調査の実施
及び令和８年度の国際防災学会での発表論文等を作成

ボールシティとやまプロジェクト支援事業

　令和８年に本県で開催されるプロ野球オールスターゲームを契機とした地域
活性化の取組みを支援

ボールシティとやまプロジェクト実行委員会への負担金

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

伝統工芸産地人材育成支援事業



202 新 (人事課) 23,000

財　　源

359 拡 (行政経営室) 4,000

財　　源

203 新 (管財課) 55,000

事業内容

財　　源

204 新
(高齢福祉課)
(障害福祉課) 10,742

財　　源

87 新 (こども家庭室) 3,200

財　　源

206 新 (人事委員会事務局) 7,600

事業内容

財　　源

県職員採用試験制度強化事業

　生産年齢人口の減少等に伴い、人材確保が厳しさを増すなかでも県職員の確
保を着実に進めるため、採用試験制度の見直し等を実施

①対象年齢を拡大した社会人経験枠の創設等
②上級試験（先行実施枠）の職種拡大

一般財源

児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金　等

　県職員へのカスタマーハラスメント対策として電話設備に通話録音機能等を
導入

本庁舎、興銀ビル、第２電気ビル、自動車税センター、
厚生センター（７か所）、県民相談室（４か所）に導入

デジタル活用推進事業債（仮称）　等

児相と県警との児童虐待に係る情報共有システム構築事業

　児童虐待事案への迅速・的確な対応を図るため、児童相談所と県警察の情報
連携が円滑に行われるよう、リアルタイムでの情報共有が可能となるシステム
を構築

チャレンジコンテスト事業

　職員の施策立案能力やチャレンジ意欲の向上を図るため、職員を対象に事業
提案を募るチャレンジコンテストを実施

一般財源

カスタマーハラスメント対策電話設備整備費

職員育成・エンゲージメント向上支援事業

　県職員の育成を図るため、職員情報を収集・一元管理するシステムの導入や
職員のエンゲージメント向上のための調査・結果分析の実施

R⑧～⑩
債務負担行為設定

＜33,000＞

一般財源

高齢者施設等への指導監査体制強化事業

　高齢者施設と障害者施設への指導監査の機能強化と指導監査業務に係る職員
の負担軽減を図るため、専門知識を持つ会計年度任用職員を採用等

一般財源　等



Ⅳ　新しい社会経済システム

＜インフラ・県土強靱化の推進＞

355
(管理課)

(農林水産企画課) 他 88,851,733

財　　源

356
(管理課)

(農林水産企画課) 他 19,435,000

財　　源

207 新 (港湾課) 94,000

事業内容

財　　源

209 (教育企画課) 2,097,072

事業内容

財　　源

＜安心で持続可能なまちづくりと公共交通＞

52
(地域交通・

新幹線政策室) 10,000

事業内容

財　　源

53
(地域交通・

新幹線政策室) 23,000

事業内容

財　　源

①駅関連施設の整備や駅空間活用の取組みに対する支援
②バス・タクシー等の利用向上の取組みに対する支援
　（補助率）1/2～1/3

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　伏木富山港の将来像を定める港湾計画の改訂を実施
R⑧

債務負担行為設定
＜71,000＞

①計画改訂に向けた調査
 （環境アセスメント、港内静穏度、船舶航行安全 等）
②審議会の開催

地域振興基金　等

県立学校施設の長寿命化改修整備費

　県立学校長寿命化計画に基づき、県立学校施設の計画的な老朽化対策を実施
R⑧

債務負担行為設定
＜695,530＞

砺波工業高校、富山いずみ高校、富山聴覚総合支援学校の
長寿命化改修

港湾計画改訂事業

県単独の道路橋りょう整備、河川・海岸整備等【一部R⑥.2月補正】

　自然災害対策や道路交通の安全確保など安全・安心な県土づくり、地域の生
活基盤の整備等

地方道路等整備事業債　等

公共事業【一部R⑥.11月補正、2月補正】

　道路事業、河川・海岸事業、街路事業など公共事業の実施

社会資本整備総合交付金　等

地域共創型移動サービス推進事業

　生活圏内の身近な移動手段の確保に向け、地域の関係者の共創による持続可
能な移動サービスの立上げに向けた取組みを支援

地域住民や交通事業者等の関係者による協議を通じ、新たに
取り組む移動サービスの実証運行に対する支援
（補助率）1/2

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

公共施設等適正管理推進事業債　等

交通まちづくり投資促進事業

　鉄道やバス等の公共交通の利用を促すまちづくりを推進するため、市町村が
行う投資を支援



51
(地域交通・

新幹線政策室)
10,000

事業内容

財　　源

54
(地域交通・

新幹線政策室) 10,000

事業内容

財　　源

210 拡
(地域交通・

新幹線政策室) 6,500

事業内容

財　　源

211 拡
(地域交通・

新幹線政策室) 745,200

事業内容

財　　源

354 新
(地域交通・

新幹線政策室) 96,900

事業内容

財　　源

214
(地域交通・

新幹線政策室) 152,201

事業内容

財　　源

　富山地方鉄道による鉄道の安全性・快適性の向上を促進するため、沿線市町
村と連携して支援

安全輸送設備（レール、枕木等）の更新や橋梁の長寿命化に係
る経費への助成（補助率：国1/3、県1/3、市町村1/3）

一般財源

富山地方鉄道鉄道線物価高騰対策支援事業

　県と沿線市町村が連携して行う富山地方鉄道鉄道線の燃料や資材の高騰に対
する支援

燃料や資材の高騰分への助成（補助率：県1/2、市町村1/2）

重点支援地方創生臨時交付金

富山地方鉄道安全性・快適性向上事業

　再構築実施計画に基づきJR西日本が実施する利便性・快適性の向上を図る整
備や、必要な調査等を支援

レール・まくら木の更新、ホーム改修、新型鉄道車両の設計
への補助等

社会資本整備総合交付金　等

　駅や公共交通を中心としたまちづくりを推進するため、公共交通の活性化に
向け住民等の参画を促進

①公共交通の利用促進に繋がるイベント等の実施に対する
　支援
②駅施設や車両のラッピング等に対する支援　等
　（補助率）1/3

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

MaaS利用拡大事業

　公共交通の検索やチケット購入が可能なMaaSアプリの利用拡大を図るため、
デジタルチケット等の開発を支援

沿線住民や店舗等、地域の関係者との連携による、
MaaSアプリを活用した割引クーポンやデジタルチケット
の開発を支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「電車・バスで行こう！」推進事業

　公共交通を中心としたライフスタイルを推進するため、県民や沿線施設等の
参画を促すキャンペーン等を実施

①「電車・バスで行こう！」キャンペーンの実施
②「でんしゃ・バスまち店舗」の拡充に向けた環境整備
③県内宿泊施設における地域交通サービスのPR

環境保全基金　等

城端線・氷見線再構築事業【一部R⑥.11月補正】

交通まちづくり参画促進事業



215 新
(地域交通・

新幹線政策室)
50,500

事業内容

財　　源

212
(地域交通・

新幹線政策室) 924,000

事業内容

財　　源

220 (航空政策課) 59,000

事業内容

財　　源

216 (航空政策課) 28,400

事業内容

財　　源

218 拡 (航空政策課) 4,000

事業内容

財　　源

219 新 (航空政策課) 2,000

財　　源

大連便利用促進事業

　大連便の富山からのアウトバウンド旅客需要を喚起するため、県内報道機関
を対象としたメディアファムツアーを実施

一般財源

　台北便の定期便再開に向け、台湾へのアウトバウンド旅客需要を喚起するた
めの取組みを実施

①旅行会社向け台湾アウトバウンドセミナーの開催
②旅行商品造成経費への支援
③県内各種団体による台湾訪問経費への支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　富山空港におけるコンセッション事業開始に向けて必要となる手続きを実施

事業者との契約手続きや空港運営事業等の開始に向けた
準備等

一般財源

ANA連携富山空港利用促進支援事業

　ANAとの包括連携協定に基づき、西日本及び札幌を重点としたプロモーション
や、個人向け搭乗キャンペーン等を実施

①ANAと連携したプロモーション活動の実施
②個人向け搭乗キャンペーンの実施
③旅行商品の造成に対する助成

台北便アウトバウンド利用促進事業

富山空港民間活力導入事業

並行在来線経営安定基金

「富山市電」車両導入支援事業

　富山地方鉄道における市内軌道線の車両更新を支援

車両（１編成）の更新に係る経費への助成
（補助率：国1/3、県1/6、市1/6）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

一般財源

並行在来線経営安定基金支援事業

　あいの風とやま鉄道が実施する安全対策や利便性向上のための投資等に要す
る経費を支援

①越中大門駅構内のエレベーター設置
②クレジット決済が可能となる券売機等の更新
③変電所機器の更新　等



221 (行政経営室) 18,500

財　　源

222 拡 (県民生活課) 33,202

事業内容

財　　源

346 拡 (県民生活課) 23,600

事業内容

財　　源

59 新 (自然保護課) 35,500

事業内容

財　　源

60 新 (自然保護課) 2,000

事業内容

財　　源

223 (自然保護課) 58,714

事業内容

財　　源

県庁周辺エリアマネジメント推進事業

指定管理鳥獣対策事業交付金　等

　ニホンザルによる被害防止と捕獲管理体制の強化を図るため、効率的に捕獲
する手法を学ぶ研修会を開催

（対象）市町村担当者や捕獲従事者
（内容）①効率的なわな設置技術研修の開催
　　　　②群れ管理のための発信機装着の促進

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

指定管理鳥獣捕獲等事業

　イノシシ及びニホンジカの捕獲を強化するため、捕獲専門チームによる活動
を実施

捕獲専門チームによる有害鳥獣の捕獲（８地区10チーム）

クマ指定管理鳥獣総合対策事業

　ツキノワグマによる人身被害を防止するための専門チームによる捕獲等
を実施

専門チームによる捕獲、市町村支援、研修会の開催、
各種調査等

指定管理鳥獣対策事業交付金　等

ニホンザル群れ管理事業

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金　等

安全なまちづくり推進センター事業【R⑥.2月補正】

　安全なまちづくり推進地区センターが行うパトロールや防犯に関する取組み
を支援

①防犯ボランティア資機材購入等普及啓発補助
　（補助率：定額、上限額：5万円/センター）
②青パト車両へのドライブレコーダー設置等補助
　（補助率：定額、上限額：2万円/台）

重点支援地方創生臨時交付金

　県庁周辺エリアの「ありたい姿」の実現に向けた基本構想の策定とNHK跡地の
暫定活用を実施

一般財源　等

性暴力被害ワンストップ支援センターとやま運営事業

　相談件数の増加や支援ニーズの変化に対応するため、性暴力被害ワンストッ
プ支援センターとやまの人員配置と医療費支援の対象を拡充

①常勤支援員２名配置（＋１名）
②被害者に対する医療費支援の対象を被害者家族等にも拡大



225 (農村整備課) 5,500

事業内容

財　　源

230 拡 (警・交通規制課) 848,000

事業内容

財　　源

228 新 (警・会計課) 560,000

財　　源

226 新 (警・会計課) 236,000

財　　源

227 新 (警・会計課) 98,000

財　　源

231 新
(警・運転免許

センター) 54,100

財　　源

229 新
(警・生活安全

企画課) 1,000

財　　源

　悪質商法や詐欺等の犯罪から県民を守るため、金融機関やコンビニ等の事業
者との情報共有体制の整備や被害の未然防止をした個人や事業者を表彰

地方消費者行政強化交付金　等

AT中型免許等導入に伴う試験車両等整備費

　AT中型免許等が導入されることに伴い、試験車両の導入とコース改修工事を
実施

一般単独事業債　等

県民を詐欺から守る対策事業

公共施設等適正管理推進事業債　等

富山中央警察署水橋交番移転新築整備費

　老朽化の著しい、富山中央警察署水橋交番の移転新築工事を実施

一般単独事業債　等

　砺波エリアにおける新警察署の整備に向けて、実施設計や土地の造成工事等
を実施

一般単独事業債　等

旧交通機動隊庁舎解体工事費

　旧交通機動隊庁舎の解体工事及び事後調査等を実施

交通安全施設の改良整備費

　子供や高齢者をはじめとした歩行者等の安全・安心の確保を図るため、信号
機のＬＥＤ化、信号制御機のデジタル化更新等を実施

①信号機のLED化（30カ所）
②信号制御機のデジタル化更新（59カ所）　等

公共事業等債　等

砺波エリア新警察署整備費

農業用水路安全対策普及事業

　農業用水路における転落事故を防ぐため、ワークショップの開催支援や
広報・啓発活動を実施

地域におけるワークショップの開催経費への補助　等

一般財源　等



＜新産業戦略の推進＞

233 (くすり振興課) 16,000

事業内容

財　　源

234 (くすり振興課) 212,470

事業内容

財　　源

235 (くすり振興課) 3,420

事業内容

財　　源

238 (商工企画課) 16,000

事業内容

財　　源

239 拡 (商工企画課) 92,050

事業内容

財　　源 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　県内ものづくり産業におけるサーキュラーエコノミーの推進に向けた普及啓
発やクリエイティブ人材を活用した異業種連携の推進

①企業訪問等による普及啓発や県内ネットワーク形成を支援
　する専任コーディネーターの配置
②クリエイティブ人材を活用した異業種連携を促進するカン
　ファレンスの開催や情報発信

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

産学官オープンイノベーション推進事業

　ものづくり産業未来戦略に基づく成長産業分野及びサーキュラーエコノミー
に関する研究会活動の実施や新製品、新技術の研究開発を支援

①成長産業分野に関する研究会の開催
②成長産業分野及びサーキュラーエコノミーに関する研究
　開発経費への助成
　（補助率）2/3以内　（上限額）500万円 等
③専任コーディネーターによるプロジェクト推進

富山・バーゼル交流促進事業

　「世界の薬都」スイス・バーゼル地域との交流促進のため、富山・バーゼル
の学生の交換訪問プログラムを実施

富山・バーゼルの学生の交換訪問プログラムを実施
（県内学生２名を派遣）

地域振興基金

ものづくり産業サーキュラーエコノミー推進事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

地方大学・地域産業創生くすりコンソーシアム推進事業

　県内の産学官によるコンソーシアムを構築し、医薬品産業の振興や専門人材
の育成を推進

①早期実用化に向けた医薬品の研究開発の推進
②「くすりの富山」を支える専門人材の育成・確保

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

若手研究者研究開発力強化プロジェクト事業

　将来の薬業界を担う若手研究者の育成支援のため、県内製薬企業の若手研究
者が取り組む医薬品研究開発を支援

①医薬品研究開発費の助成
　（補助率）1/2　（上限額）500万円
②研究内容の評価のための懇話会、成果報告会の開催　等



236 (商工企画課) 46,540

事業内容

財　　源

237 新 (商工企画課) 9,600

事業内容

財　　源

241 (商工企画課) 46,600

事業内容

財　　源

240 新 (商工企画課) 2,175

事業内容

財　　源

65 (商工企画課) 56,700

財　　源

　県内ヘルスケア産業の創出・育成を支援するため、研究会の開催、産学官連
携による製品開発への補助等を実施

①ヘルスケア産業研究会の開催
②産学官連携による製品開発への助成
　（補助率）2/3以内　（上限額）500万円 等
③専任コーディネーターによるプロジェクト推進

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

航空宇宙産業参入支援事業

　県内企業の航空宇宙産業への参入を促進するため、アドバイザーによる個別
企業への指導や助言、参入に必要な認証取得を支援

①アドバイザーによる航空宇宙産業参入に関する助言
②航空宇宙産業への参入に必要な認証の取得支援
③航空宇宙事業への参入を目的とした講演や情報発信

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

新技術創出普及事業

　県内ものづくり企業のサーキュラーエコノミーへの移行に向けて、産業技術
研究開発センターの専門性を活用し、県内ものづくり企業への技術支援や人材
育成を実施

①サーキュラーエコノミーに関する技術研究
②サーキュラーエコノミーに関する研究会と人材育成の実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

ヘルスケア産業育成創出事業

アルミ産業成長力強化戦略推進事業

　県内のアルミ産業の競争力を強化するため、循環型アルミ産業網のグリーン
化とサーキュラーエコノミー実現に向けた研究開発の支援や人材育成等を実施

①循環型アルミ産業網のグリーン化に向けた取組み
②アルミのサーキュラーエコノミーに関する取組み
③人材育成事業
④専任コーディネーターによるプロジェクト推進

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

高岡テクノドーム機能拡充事業

　高岡地区産業展示施設整備改修等調査の結果を踏まえ、高岡テクノドーム別
館整備に係る基本設計を実施

一般財源



242 新 (地域産業振興室) 8,000

事業内容

財　　源

224 (地域産業振興室) 300,000

事業内容

財　　源

243 新 (地域産業振興室) 7,000

財　　源

244 (地域産業振興室) 500,000

事業内容

財　　源

245 新 (立地通商課) 80,000

事業内容

財　　源

　ブランド力や顧客基盤が強い民間企業等の異業種とのコラボレーションによ
り、伝統的工芸品の新商品開発や販路拡大、魅力発信を推進

①伝統工芸と食との連携プロモーション
②民間企業等との連携による伝統的工芸品新商品開発・
　販路開拓支援補助金
③アンテナショップでの伝統工芸品の魅力発信

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

重点支援地方創生臨時交付金

中小企業トランスフォーメーション補助金【R⑥.11月補正】

　県内中小企業者等がＤＸやＧＸを通して業務プロセスや事業構造の変革によ
る生産性の向上を図る取組みを支援

（補助率）（課題見える化）①見える化：一律3/4
　　　　　　　　　　　　　②対策：中小1/2、小規模2/3 ※
　　　　　（ＤＸ、ＧＸ）  ③中小1/2、小規模2/3 ※
　※実施期間中、給与支給額を３％以上引き上げた場合、
　　中小2/3、小規模3/4
（補助額）　上限500万円　下限100万円
　　　　　　①のみの場合上限100万円　下限10万円

生活支援・消費喚起プロジェクト支援事業【R⑥.2月補正】

　物価高騰の影響を受ける県民の暮らしを支え、地域経済の活性化を図るた
め、プレミアム商品券の発行等を支援

商工団体等が実施するプレミアム商品券の発行や
ポイント活用事業等を支援
（商工団体）補助率：10/10　上限額：2,000万円
（商店街等）補助率：10/10　上限額：200万円

重点支援地方創生臨時交付金

重点支援地方創生臨時交付金

T-Messe2025ものづくり総合見本市開催事業

　第９回目となる「富山県ものづくり総合見本市」を開催し、国内外との経済
交流を促進

①展示会の実施
②バイヤー商談会（国内・海外）の開催
③児童・学生向けのものづくりイベントの実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　適切な価格転嫁を推進するため、新たに金融機関と連携した支援体制を構築
するほか、価格転嫁に関するセミナーや専門家派遣による伴走支援等を実施

価格転嫁総合推進事業

伝統工芸異業種コラボレーション推進事業



246 新 (立地通商課) 5,550

事業内容

財　　源

247 新 (立地通商課) 6,000

事業内容

財　　源

250 新 (労働政策課) 15,800

事業内容

財　　源

251 拡 (労働政策課) 78,100

事業内容

財　　源

　中国からバイヤーを招聘し、商談成約の可能性が高い県内企業とのマッチン
グ・商談を支援

①良質な中国バイヤーの選定、県内企業とのマッチング
②中国バイヤーの招聘、県内視察の実施
③商談の調整、支援

経済活動助成事業助成金　等

インドとの経済交流促進事業

　令和６年12月の富山県インド経済訪問団のインド訪問を踏まえ、ジェトロ富
山でのインド経済デスクの設置や県内企業のインド進出に関するセミナー等の
開催、在日インド大使館での県内産業等をPRする富山DAYを開催

①富山県インド経済デスクの設置
②富山インドビジネスセミナーの開催
③在日インド大使館での富山DAYの開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

①「就活ラインとやま」で活用する県内企業の魅力を発信
　するコンテンツ（動画等）の作成
②「就活ラインとやま」における就活の段階に応じた
　プッシュ型の情報発信
③企業向けセミナーの開催及びインターンシッププログラム
　の作成から「就活ラインとやま」への掲載・募集までの伴
　走支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

富山版「プロフェッショナル・副業兼業人材確保プロジェクト」事業

　県の「プロフェッショナル人材戦略本部」を拠点に、県内金融機関等と連携
し、県内企業のプロフェッショナル人材や副業・兼業人材の活用を支援

①県内企業とプロフェッショナル人材とのマッチングを支援
②県内企業と副業・兼業人材とのマッチングを支援
 （県内経営者向けに外部人材の活用促進を目的とする
　 シンポジウム・交流会を新設）
③副業・兼業人材の人材紹介手数料等を補助
  (1)従来コース（補助率）1/2　 （上限額）8.8万円/人
  (2)新コース※（補助率）8/10　（上限額） 50万円/人
　※(2)は副業・兼業人材を初めて活用する企業のみ対象
　　とし、人材紹介手数料に加え、報酬や交通費等も補助

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

中国バイヤーとの商談成功事例創出事業

富山の企業魅力発信プロジェクト事業

　県内企業の人材確保に向けた魅力発信を強化するため、県の企業情報サイト
「就活ラインとやま」の活用促進や県内企業のインターンシップの開催を支援



252 (労働政策課) 76,000

事業内容

財　　源

253 (労働政策課) 23,000

事業内容

財　　源

254 (労働政策課) 14,000

事業内容

財　　源

＜ＤＸ（デジタル化）による変革の推進＞

255 (デジタル化推進室) 34,000

事業内容

財　　源

デジポックとやま実証実験プロジェクト事業

　企業等が保有する先進的なデジタル技術を活用し、地域課題の解決に向けた
事例の創出、県内での新しいビジネスモデルの構築を実施

デジタルソリューションを活用した地域課題解決の実証実験
（公募６件）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

重点支援地方創生臨時交付金

とやま人材リスキリング補助金【R⑥.11月補正】

　人への投資の強化に向け、県内中小企業のリスキリングの取組みを支援

（支援対象）①事業主が教育訓練機関を活用して行う従業員
　　　　　　　のリスキリング
　　　　　　②従業員個人の自発的リスキリングを推進する
　　　　　　　取組み
　　　　　　③eラーニング・通信制によるリスキリング
（補助内容）受講料等：75％補助
　　　    　賃金：1,000円（1人1時間当たり）
            ※賃金は①のみ
（限度額）　１社１年度当たり100万円

重点支援地方創生臨時交付金

　国のキャリアアップ助成金と連動し、県内中小企業における非正規雇用労働
者の正規雇用化や賃上げ等の処遇改善の取組みを支援

（支援対象）国のキャリアアップ助成金の各コースに沿って
            非正規雇用労働者の正社員化や賃上げ等の処遇
　　　　　　改善を実施する県内中小企業
（支援額）　１人当たり10万円
　　　　 （支援対象が事業所単位のものは１事業所当たり）
　　　　 　 ※キャリアアップ助成金の助成額の1/2を上限

重点支援地方創生臨時交付金

賃上げサポート補助金【R⑥.11月補正】

　県内中小企業の持続的な賃上げのため、国の「業務改善助成金」への上乗せ
補助により賃上げと設備投資の取組みを支援

国の「業務改善助成金（補助率：最大9/10）」の支給決定
を受けた従業員30人未満の県内事業者に対し、上乗せ補助
（補助率）1/10

キャリアアップ奨励金【R⑥.11月補正】



256 (デジタル化推進室) 11,935

事業内容

財　　源

257 (デジタル化推進室) 89,155

財　　源

258 (デジタル化推進室) 7,850

事業内容

財　　源

348 新 (医務課) 他 5,231

財　　源

259 新 (地域産業振興室) 10,000

事業内容

財　　源

260 拡 (地域産業振興室) 31,000

財　　源

　各種の講座の開催等を通じたデジタル化の状況に応じた段階的な支援を実施
するとともに、関係機関との連携等による相談・伴走支援体制を強化

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

商店街DX推進支援事業【R⑥.2月補正】

　デジタル地域ポイントやキャッシュレス決済の導入など、商店街のDX化を推
進する取組みを支援

（対象者）県内商店街等組織、商工団体
（対象事業）デジタル技術を活用して来街者の利便性向上、
　　　　　　活性化を図る取組み
（補助率）2/3　（限度額）100万円

重点支援地方創生臨時交付金

中小企業デジタル変革推進事業

一般財源

生成AIシステム利活用推進事業

　公文書や業務マニュアルなどの県独自データを取り込み、生成AIを利活用
し、職員の業務効率化を推進

汎用型（SaaS型）生成AIサービスと高機能生成AIシステムの運
用・保守

一般財源

　社会情勢の急速な変化の中で、複雑化・高度化する行政課題に対応するた
め、DXを積極的に推進できる組織となるよう人材確保・育成を実施

①DX推進リーダー向けの基礎研修等
②DX推進人材育成（管理職向け研修、一般職員向け
　e-ラーニング、セキュリティ研修）
③DXエキスパート育成のため民間事業者等の専門研修を受講

一般財源

文書管理システム更新事業

　システムの老朽化更新と電子決裁等の利便性の向上を図るための更新
R⑧～⑫

債務負担行為設定
＜140,705＞

富山県DX推進人材確保・育成事業

准看護師免許等のオンライン申請対応事業

　県知事が交付する准看護師免許や栄養士免許、保育士資格のオンライン申請
に対応するため、免許管理システムを改修等

デジタル活用推進事業債（仮称）　等



261 (農業技術課) 45,900

事業内容

財　　源

335 新 (管理課) 993,188

事業内容

財　　源

262 新 (出納課) 28,700

事業内容

財　　源

263 新 (出納課) 14,300

財　　源

264 (企・水道課) 34,900

事業内容

財　　源

265 新
(生涯学習・

文化財室) 3,472

財　　源

県立図書館情報プラザ更新事業

　情報プラザシステムの機器更新と古絵図や貴重書等のデジタルアーカイブへ
の画像登録機能を追加

R⑧～R⑫
債務負担行為設定

＜20,953＞

デジタル活用推進事業債（仮称）　等

工業用水道事業債　等

　県民の利便性向上のため、行政財産の使用料等の公金収納について、キャッ
シュレスなど多様な納付方法を可能とするために財務会計システムを改修

デジタル活用推進事業債（仮称）　等

DXを活用した機能維持管理システム構築事業

　大口径管路の漏水検知技術の開発及び管路台帳システムの構築により、水道
用水・工業用水の供給安定化を推進

①県立大学と共同で、大口径管路の漏水検知技術の開発
②管路等の施設位置情報の収集、データ化及び台帳システム
　の構築

手数料収納窓口整備事業

　県民の利便性を確保するため、収入証紙廃止に伴う代替手段の確保に向けて
キャッシュレスなど多様な納付方法が可能な収納窓口を整備

①手数料収納窓口の運営業務の委託
②キャッシュレス決済に係る手数料

一般財源

地方税共通納税システムを活用した公金収納のデジタル化推進事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

工事等事業管理システム再構築事業

　県の公共事業に係る工事・用地補償等業務のデータ管理・処理を一元的に行
う「事業管理システム」を再構築

R⑧～⑭
債務負担行為設定

＜781,507＞

①新事業管理システムの再構築及び運用保守
②新システムへの移行データの抽出

一般財源

農業DX推進事業

　農業機械の自動走行等に必要な高精度位置補正の環境整備や施設園芸の環境
モニタリングデータの活用促進に向けた取組みを支援

①高精度位置補正情報サービスの運営や研修会の開催
②自動操舵システム等導入支援
　（補助率）1/3　（上限額）83万円
③データ連携機器の導入支援、研修会の開催　等



＜カーボンニュートラルなどＧＸの推進＞

267 (成長戦略室) 7,280

財　　源

268 (成長戦略室) 3,000

財　　源

266 (成長戦略室) 35,000

事業内容

財　　源

269 新 (環境政策課) 1,800

事業内容

財　　源

270 (環境政策課) 25,601

財　　源

271 (環境政策課) 574,000

事業内容

財　　源

273 (環境政策課) 2,000

財　　源

脱炭素化推進事業債　等

食ロスゼロアクション推進事業

　食品ロスの削減を推進するため、食品ロスの削減に繋がる取組みの普及啓発

地方消費者行政強化交付金　等

　カーボンニュートラル戦略における「県庁の率先行動目標」の達成に向け、
公用車の電気自動車への更新を促進

脱炭素化推進事業債　等

県有施設のLED化推進事業

　カーボンニュートラル戦略における「県庁の率先行動目標」の達成に向け、
県有施設照明のLED化を計画的に推進

体育施設、文化施設等における照明のLED化

とやま海岸漂着ごみ・SDGs理解促進事業

　県民の海岸漂着物への理解を深め、自分事として身近に捉えてもらうための
普及啓発を実施

①漂着ごみ・SDGsワークショップの開催
②とやま環境フェア等でのワークショップ結果の情報発信

自治総合センター助成金

公用車の電気自動車更新事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

EV導入促進事業

　EV（電気自動車）の普及拡大に向けて、個人・事業者によるEV導入への支援
と商業施設、集合住宅等での充電設備の導入を支援

①個人や事業者のEV導入への支援（定額５万円）
②商業施設、集合住宅等における充電設備の導入への支援
　（国補助額の1/2を上乗せ（国と合わせて最大3/4補助））

重点支援地方創生臨時交付金　等

　カーボンニュートラル戦略の目標達成に向けて、脱炭素型ライフスタイルの
普及や小水力発電の導入に向けたマッチングを支援

環境保全基金　等

富山型GX推進事業

　県内企業等におけるグリーントランスフォーメーション（GX）の実現に向け
て、県で作成した取組手引書の普及・活用を通じた取組みの実践を支援

カーボンニュートラル戦略推進事業



344 (環境政策課) 300,000

事業内容

財　　源

274 (自然保護課) 103,730

事業内容

財　　源

275
(環境政策課)
(商工企画課) 120,925

事業内容

財　　源

276 新 (建築住宅課) 55,300

事業内容

財　　源

277 (企・電気課) 6,788,997

財　　源

県営水力発電所リプレース事業

　３発電所（庄東第一、大長谷第二、仁歩）について固定価格買取制度を活用
したリプレース（全面的更新）を実施

電気事業・ガス事業債　等

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

富山型高性能住宅推進事業

　住宅分野でのカーボンニュートラルの実現やウェルビーイングの向上に向
け、ZEH水準を上回る富山県独自基準を満たす高性能住宅の工事費等に対する支
援及び普及啓発

①新築
（補助額）
　チャレンジ枠 10万円　※別途国補助160万円活用可能
　アドバンス枠（子育て世帯）10万円
　　　　　　　　　　　 ※別途国補助80万円活用可能
　アドバンス枠（その他） 70万円
②既存改修
（補助額）
　全体改修200万円、ゾーン改修120万円

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金　等

　国立・国定公園の利用者の安全性・快適性を確保するために行う施設整備

太郎山三俣蓮華岳線の歩道改修、弥陀ヶ原園地の木道整備、黒
部湖園地の遊歩道改修、馬場島剱岳線の歩道再整備 等

自然環境整備交付金　等

再生可能エネルギー等導入促進事業

　県民や県内中小企業を対象に、太陽光発電設備など再生可能エネルギー設備
や省エネ設備の導入に要する経費を支援

（対象経費）再エネ・省エネ設備の導入に要する経費
（補助率）1/2　等
（上限額）500万円　等

省エネ家電・機器買い換え促進による生活者支援事業【R⑥.2月補正】

　エネルギー価格高騰による家庭の負担軽減と温室効果ガスの削減を図るた
め、省エネ性能の高い家電・機器の購入者に対し、品目に応じたポイントを付
与し、買い換えを促進

（対象店舗）県内に所在する実店舗
（対象製品）エアコン、冷蔵庫、LED照明器具、
            高効率給湯器（エコキュート、エネファーム、
　　　　　　エコジョーズ等）
（付与ポイント）1,000円～60,000円相当
　　　　　　　　※小規模店舗はポイント２倍付与
（キャンペーン期間）R7.5月～予算上限に達した時点で終了

重点支援地方創生臨時交付金

自然公園整備費【一部R⑥.2月補正】



333 新 (企・電気課) 18,000

事業内容

財　　源

＜観光振興による誘客促進＞

282 新 (観光振興室) 14,400

事業内容

財　　源

284 新 (観光振興室) 44,200

事業内容

財　　源

283 新 (観光振興室) 43,000

事業内容

財　　源

285 拡 (観光振興室) 5,810

事業内容

財　　源

288 (観光振興室) 3,100

事業内容

財　　源 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　インバウンド誘客の拡大に向け、首都圏等のランドオペレーターに対する
セールス等を強化

首都圏等のランドオペレーターを招へいし、県内観光地・
宿泊施設を視察

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

東アジア・東南アジア誘客促進事業

　東アジア・東南アジア市場の訪日リピーター層を獲得するため、現地セール
スを強化

東アジア・東南アジアの旅行会社等へのセールス、
観光レップの設置や情報発信　等

欧米豪観光ＰＲイベント開催事業

　欧米豪からのインバウンド誘客の拡大に向け、認知度向上のための観光ＰＲ
イベントを開催

アメリカ及びフランスで観光ＰＲイベントの開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

国内ランドオペレーター向け誘客促進事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

欧米豪観光プロモーション事業

　欧米豪からのインバウンド誘客の拡大に向け、現地プロモーションを強化

欧州及びアメリカに観光レップを設置し情報発信とセールス活
動を展開

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　バイナリー方式による地熱発電導入に向けた事業スキームの検討及び事業採
算性の評価を実施

①地域や関係者との調整、事業スキームの検討
②概略設計、事業採算性評価の実施

自己財源

インバウンド・ハイエンド層誘客促進事業

　インバウンド観光客のうち特に消費の旺盛なハイエンド層をターゲットとし
たプロモーションを展開

ハイエンド層をターゲットとした海外商談会への参加

地熱バイナリー発電可能性調査事業



213 新
(観光振興室)

(地域交通・新幹線政策室) 13,000

事業内容

財　　源

292 新 (観光振興室)

事業内容

281 (観光振興室) 27,660

事業内容

財　　源

287 新 (観光振興室) 11,000

事業内容

財　　源

290 新 (観光振興室) 2,750

事業内容

財　　源

286 新 (観光振興室) 8,200

事業内容

財　　源

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

地域おこし協力隊を活用した観光推進事業

　交流人口の拡大や地域ブランド力の向上、観光地域づくりの担い手育成を図
るため、観光分野における地域おこし協力隊を活用した取組みを推進

①観光データの収集・分析
②着地型旅行商品の販売企画
③WEB媒体を通じた県内観光地の魅力発信　等

一般財源

　観光振興戦略プランの改訂（令和８年度を予定）に向けて、本県観光を取り
巻く環境の変化を踏まえた課題やニーズ等を整理するための調査を実施

人流データ分析や大都市圏居住者等を対象としたアンケート調
査、観光関係機関へのニーズ調査を実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

サイクリスト実態調査事業

　富山湾岸サイクリングコース等におけるサイクリストの走行台数、走行経路
などサイクルツーリズムに関する各種指標の調査・分析

自転車ナビゲーションアプリサービス事業者の提供する
自転車走行実績データの調査・分析

Webマーケティングに基づくデジタル情報発信事業

　Webマーケティングに基づき、観光公式サイトや公式SNSを戦略的に運用し、
観光情報を発信

①ターゲットに訴求するWEBコンテンツ制作
②デジタル広告配信及び効果分析
③ショート動画等、訴求力の高いSNSコンテンツ作成　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

富山県観光実態調査事業

高付加価値宿泊施設整備支援制度の創設

　県内の持続可能な観光地域づくりを推進するため、高付加価値旅行者向け宿
泊施設の整備を支援

（対象者）県内で宿泊業を営む者又は宿泊施設の所有者
（対象経費）高付加価値旅行者向け宿泊施設の整備
            に要する経費
（補助率）5/100
（上限額）1億円（市町村補助額の範囲内）

富山・高山インバウンド周遊促進事業

　富山と高山の周遊を促進するため、ジャパンレールパスを活用したPRの取組
みを実施

①ジャパンレールパス引換券への観光PR広告の掲載
②ジャパンレールパス引換窓口での情報発信　等

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



289 新 (観光振興室) 5,500

事業内容

財　　源

291 新 (観光振興室) 28,899

財　　源

293 新 (観光振興室) 10,000

事業内容

財　　源

294 新 (港湾課) 600

財　　源

＜農林水産業の振興＞

295 新 (農林水産企画課) 3,000

事業内容

財　　源

296 拡 (市場戦略推進課) 43,882

事業内容

財　　源

　「富山の食」の付加価値向上や販路拡大を図るため、魅力発信やプロモー
ションを実施

①とやまの食文化の魅力発信
②地産地消の推進
③とやまグルメ・フードフェスの実施
④とやまの食材プロモーション

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

とやまの農業者応援プロジェクト事業

　生産コスト高騰など厳しい状況に置かれる県内農業者への消費者の理解促進
のため、農業者と消費者の交流や生産コストの啓発等を実施

①生産コストの適正な価格転嫁を図るため、消費者の
　理解促進を図るデジタル広告の実施
②農業者と消費者が交流する直売イベントや食育の啓発

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

食のとやまブランド推進事業

重点支援地方創生臨時交付金

海王丸保存活用検討事業

　帆船海王丸の大規模修繕に係る実施方針を検討するため、有識者等による保
存活用に係る検討委員会を開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　立山黒部アルペンルートで安定的に除雪を行うため、立山ルート除雪組合が
所有する除雪機械の更新を支援

一般財源

春季の祭りの収益化による観光誘客支援事業【R⑥.11月補正】

　市町村における観光誘客を目的とした春季の特色ある祭りの収益化に向けた
取組みや魅力の発信強化を支援

（対象者）収益化に取り組む祭りの地域関係者、地域と
　　　　　連携する市町村
（対象経費）収益化に向けた事業の企画調整・販路整備、
　　　　　　コンテンツ整備、プロモーション等
（補助率）県1/2、市町村1/2　（上限額）500万円

官民連携観光物産展開催事業

　北陸三県等による合同物産展や包括連携企業と連携した物産展において、効
果的な観光誘客を促進

①北陸三県等による合同物産展の開催・観光PR
②包括連携先等との連携による物産展の開催・観光PR

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

立山黒部アルペンルート除雪支援事業



297 拡 (市場戦略推進課) 220,900

事業内容

財　　源

298 (市場戦略推進課) 89,740

事業内容

財　　源

299 拡 (農産食品課) 4,000

事業内容

財　　源

300 拡 (農産食品課) 88,100

事業内容

財　　源

322 拡 (農産食品課) 6,000

事業内容

財　　源 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　「温暖化に対応した米産地」への転換を図るため、高温耐性品種「富富富」
の生産拡大モデル産地育成や乾燥調製施設の改修等を支援

①協議会が行う栽培指導や種子増産等の取組み支援
②地域課題に対応した生産拡大モデル産地づくり支援
③経営体における計画的な生産拡大支援
④乾燥調製能力の向上等に資する機械導入経費支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「行政伴走型」園芸産地づくりモデル実証事業

　国営農地再編整備事業水橋地区等における園芸導入を促進するため、モデル
経営体への伴走支援を実施

①園芸導入を促進するマネージャーの設置
②水橋園芸導入促進チーム会議、啓発研修会等の開催
③サプライチェーン（生産・物流・販売）の構築支援

「とやまテロワールベジ」プロジェクト事業

　本県の土地の個性（テロワール）を活かした野菜などのブランディングと
飲食店等の実需者へのPRを実施

①産地と連携したブランド化やプロモーション方法等の提案
②産地の販促資材作成等支援
　（補助率）1/2　（上限額）20万円
③新たなメニュー開発と飲食店でのPR

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「富富富」生産振興対策事業

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

富山米ブランド力向上対策事業

　「富富富」生産・販売・PR戦略に基づき、「富富富」のプロモーション等を
実施

①SNS等による魅力発信
②飲食店や小売り店でのPR
③学校給食での提供

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

とやまの農林水産物輸出促進事業

　とやま輸出ジャンプアップ計画（令和７年１月改定）に基づき各種施策
を展開

①地域商社による輸出促進、新市場でのプロモーション
②事業者の販路開拓の取組みを支援
③台湾の国際見本市への出展
④他県（岐阜、石川、福井）と連携した共同プロモーション



302 拡 (農業経営課) 44,100

事業内容

財　　源

357 拡 (農業経営課) 16,500

事業内容

財　　源

306 拡 (農業経営課) 32,000

事業内容

財　　源

310 拡 (農業技術課) 5,995

事業内容

財　　源

308 拡 (農業技術課) 4,800

事業内容

財　　源 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

　女性の経営参画と社会参画を促進するとともに、女性が働きやすい環境整備
やリーダーとして活躍する女性の育成を支援

①女性が働きやすい環境の整備
②女性活躍の理解促進と女性リーダーの育成
③とやまの食と農の女性フェスタ（仮）の開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「とやま和牛 酒粕育ち」ブランド化推進事業

　「とやま和牛　酒粕育ち」の新たな商品開発や販売促進プロモーション、ブ
ランド力の向上に向けた体制整備等への支援

①弁当・加工食品等のレシピの募集、PRイベントの開催等
②おいしさの指標となる成分（イノシン酸等）の分析調査
③生産者や関係機関によるブランド管理体制の構築

とやまで就農受入体制づくり事業

　就農希望者の呼び込みや先輩農家による研修、研修農場の整備を実施し、新
規就農者の受入体制整備に取り組む地域を支援

①新規就農者の受入体制整備と先輩農家研修の実施
②研修生募集の支援
③受入体制づくり推進研修会の開催

担い手育成・確保等対策事業費補助金　等

女性が変える未来の農業推進事業

集落営農広域連携促進事業

　集落営農組織の世代交代や若者の就業促進、少人数大規模経営などに取り組
む広域連携組織のモデルづくりを支援

①広域連携の普及啓発や組織設立に必要なソフト経費
　やハード経費を支援
②労働力不足に対応するための資格取得への補助

担い手育成・確保等対策事業費補助金　等

とやま型集落営農スマート農機導入事業

　とやま型農業経営モデルの実現を目指す集落営農に対して、農作業の効率化
に必要なスマート農機の導入を支援

（対象者）地域計画の目標地図に位置付けられた集落営農法人
（対象対象）スマート農機導入に係る経費
（補助率）県1/3、市町村1/6
（上限額）300万円

重点支援地方創生臨時交付金



349 新 (農業技術課) 20,000

事業内容

財　　源

309 新 (農業技術課) 800

事業内容

財　　源

311 拡 (農村振興課) 1,821,000

事業内容

財　　源

350 拡 (農村振興課) 48,700

財　　源

313 拡 (農村振興課) 978,700

事業内容

財　　源

環境保全型農業直接支払交付金　等

中山間地域づくり支援事業【一部R⑥.2月補正】

　中山間地域における継続的な農業生産や棚田保全活動、農村RMOの形成等の取
組みを支援

①中山間地域等直接支払交付金による継続的な農業生産
　に対する支援
②農村型地域運営組織（農村RMO）の形成等に対する支援
③土地利用構想図の作成や実現に必要な取組みへの支援　等

中山間地域等直接支払交付金　等

　水路や農道等の地域資源の維持管理に係る地域活動の支援

①農地法面や水路、農道等の地域資源の保全活動
②農業用施設の軽微な補修や農村環境の保全活動
③農業用施設の長寿命化のための活動
　※新たに環境負荷低減の取組みに対して支援

多面的機能支払交付金　等

環境保全型農業直接支援対策事業

　環境保全型農業直接支払制度を活用し、農業生産に由来する環境負荷の低減
に向けた活動の実施に伴う追加的コストを支援

アフリカ豚熱の防疫体制整備事業

　野生いのししにおいてアフリカ豚熱感染が確認された場合を想定した防疫体
制の構築や防疫演習の開催

①アフリカ豚熱発生時の防疫体制の構築
②野生鳥獣及び山林関係者を対象にした防疫演習の実施

食料安全保障確立対策事業費補助金　等

多面的機能支払支援事業

耕畜連携飼料自給率向上対策事業

　耕畜連携により飼料自給率の向上を図るため、県産飼料用稲（稲WCS）の生
産・利用に必要な機械の導入を支援

（対象者）耕畜連携協議会、畜産農家
（補助対象）稲発酵粗飼料の生産等に必要な機械の導入
（補助率）1/3
（上限額）350万円

重点支援地方創生臨時交付金



314 (農村振興課) 286,798

事業内容

財　　源

315 拡 (森林政策課) 9,500

事業内容

財　　源

316 新 (森林政策課) 1,600

事業内容

財　　源

317 新 (森林政策課) 1,000

財　　源

318 拡 (森林政策課) 5,300

事業内容

財　　源

319 新 (森林政策課) 3,000

財　　源

　今後の森づくりの推進に役立てるため、県民や県内企業に対する意識調査を
実施

水と緑の森づくり基金

木育・森林環境教育推進事業

　森林や森づくり活動への理解を深め、次代を担う人づくりを推進するため、
未就学児から児童・生徒まで幅広く木育・森林環境教育を実施

①森づくりに関する理解を深めるための出前講座や森林教室
　を行う「森の寺子屋」を開催
②保育士を目指している学生を対象とした木育や自然保育に
　関する研修会の開催

水と緑の森づくり基金

森づくり県民意識調査事業

森林経営管理支援基金

伐木チャンピオンシップ富山県大会開催事業

　林業就業者のやりがい創出や技術向上、ＰＲを図るため、伐木チャンピオン
シップ富山県大会を開催

森林経営管理支援基金

　県産材の利用拡大を図るため、民間建築物での県産材の需要拡大などウッ
ド・チェンジを推進

①富山県ウッド・チェンジ協議会による木材利用に関する
　課題の検討や取りまとめ、民間木造建築物の優良事例紹介
②先進的な木造建築物を手掛けた設計関係者を講師とした
　講習会の開催と施設見学会
③県産材流通の合理化を図るシステム構築の支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

多様な林業担い手確保・定着支援事業

　林業就業者の確保・育成・定着を図るため、女性や若者に魅力ある就業環境
づくりや外国人材の受入れを支援

①林業の就業環境を改善するための装備・設備（アシスト
　スーツ、無線機、仮設トイレ等）等の導入を支援
②外国人材の育成に係る経費の支援及び外国人材の受入れ
　のための研修会の開催

鳥獣被害防止総合対策事業

　イノシシやニホンザル等の野生鳥獣による農作物被害の防止のため、ICTを活
用した捕獲等の実証や、捕獲の強化等を推進

①ICTによる効果的なニホンザル対策の実証事業
②イノシシ等の市町村界を越えた広域捕獲の実施
③豚熱まん延防止対策のための捕獲強化に対する助成　等

鳥獣被害防止総合対策交付金　等

ウッド・チェンジプロジェクト事業



320 拡 (森林政策課) 761,138

事業内容

財　　源

321 (水産漁港課) 1,100

財　　源

323 新 (水産漁港課) 3,930

事業内容

財　　源

324 新
(農林水産総合
技術センター) 10,000

財　　源

＜市町村との連携促進＞

325 (成長戦略室) 12,500

財　　源

326 拡 (デジタル化推進室) 45,450

事業内容

財　　源

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

サービス連携プラットフォーム利活用推進事業【一部R⑥.2月補正】

　県や市町村、民間事業者が提供する生活等に役立つアプリやサービスの連携
促進と地域でのデジタル商品券の発行促進のためポイントアプリ「TOYAMA ONE
Wallet」事務局の設置

①「TOYAMA ONE プラットフォーム」の運用
②アプリ・サービスの追加・連携
③地域通貨機能を利用した事業の追加
④「TOYAMA ONE Wallet」事務局の設置

重点支援地方創生臨時交付金　等

　漁業調査船「立山丸」の代船建造のための基本設計を実施

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

持続可能な魅力ある田園地域創出事業

　持続可能で魅力ある「世界が憧れる田園地域」を創出するため、人を呼び込
む地域資源の磨き上げや生業の創出に向けた実証実験等を実施

内水面漁業振興支援事業

　漁協が実施する内水面漁業の振興に資する活動を支援

①漁協が行う資源増殖活動経費への支援
　（補助率）1/2　（上限額）25万円/漁場
②県内水面漁連の活動に対する支援
　（補助率）定額 （上限額）18万円

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

立山丸代船整備費

林業・木材産業循環成長対策交付金　等

とやま海業BASE推進事業

　海業（うみぎょう）推進のための効果的な施策づくりや機運醸成のため、各
地域の海業に関するビジョンを策定する検討会「とやま海業BASE」を開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

林業成長産業化推進事業【一部R⑥.2月補正】

　主伐・再造林を進めるため、路網や木材加工施設の整備など川上から川下ま
で総合的に支援

①路網整備、間伐材の搬出
②高性能林業機械等整備への支援
③木材加工流通施設整備への支援
④苗木生産施設整備への支援　等



327 (デジタル化推進室) 23,800

事業内容

財　　源

330 新
(ワンチームとやま

推進室) 13,150

事業内容

財　　源

331
(ワンチームとやま

推進室)
1,000

事業内容

財　　源

336
(ワンチームとやま

推進室) 100,000

事業内容

財　　源

Ⅴ　サンドボックス予算（１．４億円）

まちづくり総合支援事業

　市町村や民間事業者が地域の特色を活かして取り組むまちづくりを支援

（補助率）通常枠1/3、特認枠1/2
（上限額）ソフト：通常枠200万円、特認枠300万円
　　　　　ハード：通常枠2,000万円、特認枠3,000万円

市町村振興基金

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等

「ワンチームとやま」連携推進事業

　県・市町村の連携協力体制を強化し、行政課題の解決に向けた取組みを推進

「ワンチームとやま」連携推進本部会議、同幹事会、
同ワーキンググループの運営

一般財源

 現場の視点やアイディアを活かし、新たな課題に迅速・果敢に対応するもの
（各部局1,000万円）

富山で輝け！地域おこし協力隊受入促進事業

　地域おこし協力隊の受入促進のため、隊員の募集から任期中の活動を支援す
るとともに県外に向けた協力隊の活動に関する情報発信を実施

①市町村担当職員向け研修会の開催や受入団体向け
　ハンドブックの作成
②活動報告会等の開催や相談窓口の設置など隊員向け支援
③地域おこし協力隊員による受入促進のための情報発信

データ連携基盤利活用推進事業

　県民や民間事業者にとって有用となるデータの提供を推進するため、データ
を一元的に収集・集約し、地図上に可視化して閲覧する機能等を付与

①「富山データ連携基盤」の運用
②データの追加・連携（国関連のシステム等との連携）
③富山官民データラウンドテーブルの開催

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代）　等



Ⅵ　公共事業・主要県単独事業

〇一般公共事業、直轄公共事業、災害公共事業

（令和６年度11月補正、２月補正を加えた予算額ベース）

（単位：百万円）

うち国土強
靱化5か年
加速化対策
事業

うち国土強
靱化5か年
加速化対策
事業

道 路 橋 り ょ う 19,960 5,883 17,961 3,216
道路ネットワークの整備、老朽化対
策等

河 川 6,926 4,184 6,751 3,992 河川堤防・護岸の改修等

海 岸 1,001 237 929 172 海岸の侵食対策等

砂 防 5,769 1,529 5,381 1,115 砂防関係施設の整備等

港 湾 1,687 246 1,462 0 港湾施設の機能強化、老朽化対策等

空 港 406 0 282 0 滑走路舗装改良等

都 市 計 画 5,304 695 5,195 766 都市基盤の整備等

住 宅 235 0 241 0 県営住宅の長寿命化対策等

土 地 改 良 19,116 3,533 18,658 2,937
農地の大区画化・汎用化、農業水利
施設の老朽化対策、防災減災対策等

農 村 振 興 1,821 0 1,800 0 地域の共同活動への支援

造 林 593 95 651 86 間伐等の森林整備

林 道 1,153 0 1,110 0 林道の整備等

治 山 2,807 795 2,714 725 山腹崩壊の復旧等

漁 港 860 0 877 40 漁港施設の機能強化、老朽化対策等

67,638 17,197 64,012 13,049

土 木 14,351 3,453 14,595 2,850
国道8号、伏木富山港、神通川、利賀
ダム、立山砂防の施設整備・改良等

農 林 1,430 38 1,447 21
国営農地再編整備事業「水橋地
区」、荒廃渓流の復旧等

15,781 3,491 16,042 2,871

土 木 施 設 災 害 復 旧 3,135 0 11,564 0

農林水産業施設災害復旧 2,297 0 3,393 0

5,432 0 14,957 0

88,851 20,688 95,011 15,920

災 害 公 共 計

合　　　　　　計

直 轄 公 共 計

区　　　　分

６　年　度
当初予算額

７　年　度
見　積　額

事業内容

一 般 公 共 計

6年度11月補正、

2月補正を含む

5年度11月補正、

1月補正、2月

補正を含む



〇主要県単独事業

（令和６年度２月補正を加えた予算額ベース）
（単位：百万円）

道路橋りょう整備費 8,971 9,295 道路の整備、修繕等

災 害 防 除 費 268 268 道路の落石、法面対策等

雪 寒 対 策 施 設 費 965 1,027 消雪施設の新設、修繕等

河 川 海 岸 整 備 費 1,457 1,639 河川護岸の修繕、浚渫・伐木等

都 市 計 画 整 備 費 889 945 公園施設の改修等

港 湾 整 備 費 743 1,043 港湾施設の補修等

空 港 整 備 費 250 190 空港施設の維持修繕及び調査等

砂 防 施 設 整 備 費 457 508 砂防関係施設の維持、修繕等

土　木　部　計 14,000 14,915

農業農村整備事業費 580 660 老朽化した農業用用排水路の改修等

森 林 整 備 事 業 費 230 259 保育間伐等の森林整備

治 山 事 業 費 430 451 荒廃山地の復旧

林 道 整 備 事 業 費 50 50 林道の改修

農林水産部　計 1,290 1,420

1,220 1,400 県有施設の改修工事等

1,195 1,195 県立学校の改修工事等

200 200 県有文化施設の改修工事等

250 250 県有スポーツ施設の改修工事等

180 0 県有施設の防災対策工事等

0 500 県有施設の災害復旧工事等

18,335 19,880

1,100 1,100 県単独事業に係る用地先行取得事業

19,435 20,980

合　　　　　　　　　計

県単独公共用地特別先行
取 得 事 業 費

総　　　　　　　　　計

災 害 対 応 分

※物価や資材単価の上昇に臨時的に対応するための経費（R⑦1,350百万円、R⑥1,000百万円）を含む。
※災害対応経費（R⑦105百万、R⑥1,150百万）を含む。

区　　　　分

６　年　度
当初予算額

７　年　度
見　積　額

事業内容

県 有 施 設 改 修 費

県 立 学 校 施 設 修 繕 費

文 化 施 設 修 繕 費

ス ポ ー ツ 施 設 修 繕 費

緊 急 防 災 分

6年度2月補正を

含む

5年度1月補正、

2月補正を含む


